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第 1章 計画策定にあたって 

 

1 計画策定の趣旨 

近年、障害がいのある人の高齢化や障害の重度化が進む中で、障害福祉サービスのニー

ズはますます複雑化・多様化しており、全ての障がいのある人が、地域で安心して生活で

きるまちづくりが求められています。また、「障害者基本法」の理念にのっとり、障がいの

有無によって分け隔てられることなく社会参画と意思決定を行い、障がいのある人もない

人も相互に人格と個性を尊重し合いながらともに支え合う共生社会の実現が求められてい

ます。 

国においては、障害者に係る法律・制度の改正が進められる中で、令和 5（2025）年に

は「第 5次障害者基本計画」が策定され、共生社会の実現に向け、障害の有無に関わら

ず、全ての国民は等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重し、障害を

もつ人が自らの決定に基づき、社会のあらゆる活動に参加し、自らの能力を最大限発揮し

自己実現できるよう支援するとともに、社会への参加を制約している社会的な障壁を除去

することを基本理念とした取組が進められています。 

また、令和 9（2027）年度には、成年後見制度の充実等「質の高い福祉サービスの確保

と、社会福祉事業等の安定した経営基盤の確立を両立するため、多様で複雑な福祉ニーズ

に対応した包括的な支援体制の強化」を目指した社会福祉法が一部改正されます。 

こうした背景を踏まえ、障害の有無に関わらず、互いに支え合い、安心して充実した生

活を共に送ることができる社会を構築するとともに、多様化するニーズに対して、障害福

祉サービスや相談支援等を計画的に提供するために、「第 6次朝霞市障害者プラン（令和 6

（2024）年度～令和 11（2029）年度）」及び「第７期朝霞市障害福祉計画・第３期朝霞市

障害児福祉計画（令和６（2024）年度～令和８（2026）年度）」が令和６（2024）年度策定

されました。そのうち、「第７期朝霞市障害福祉計画・第３期朝霞市障害児福祉計画」の計

画期間が令和 8（2026）年度をもって終了することから、次期計画である「第 8期朝霞市

障害福祉計画・第 4期朝霞市障害児福祉計画（令和 9（2027）年度～令和 11（2029）年

度）」を策定するものです。 
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2 計画の法的根拠 

本計画は、障害者総合支援法第 88 条で定める「市町村障害福祉計画」、児童福祉法第 33

条の 20 で定める「市町村障害児福祉計画」を法的根拠とする計画です。 

 

■障害者総合支援法（一部抜粋） 

（市町村障害福祉計画）  

第 88 条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この

法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）

を定めるものとする。  

2   市町村障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

（1） 障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標

に関する事項  

（2） 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援

の種類ごとの必要な量の見込み  

（3） 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項  

3   市町村障害福祉計画においては、前項各号に掲げるもののほか、次に掲げる事項に 

ついて定めるよう努めるものとする。  

（1） 前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の

種類ごとの必要な見込量の確保のための方策  

（2） 前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援及

び同項第三号の地域生活支援事業の提供体制の確保に係る医療機関、教育機関、公共

職業安定所その他の職業リハビリテーションの措置を実施する機関その他の関係機関

との連携に関する事項  

4  市町村障害福祉計画は、当該市町村の区域における障害者等の数及びその障害の状

況を勘案して作成されなければならない。  

5  市町村は、当該市町村の区域における障害者等の心身の状況、その置かれている環

境その他の事情を正確に把握するとともに、第８９条の２の２第１項の規定により公

表された結果その他のこの法律に基づく業務の実施の状況に関する情報を分析した上

で、当該事情及び当該分析の結果を勘案して、市町村障害福祉計画を作成するよう努

めるものとする。  

6   市町村障害福祉計画は、児童福祉法第 33 条の 20 第１項に規定する市町村障害児福

祉計画と一体のものとして作成することができる。  

7  市町村障害福祉計画は、障害者基本法第 11 条第３項に規定する市町村障害者計画、

社会福祉法第 107 条第１項に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の規定による

計画であって障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなけ

ればならない。  

8  市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじ

め、住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  
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9  市町村は、第 89 条の３第１項に規定する協議会（以下この項及び第 89 条第８項に

おいて「協議会」という。）を設置したときは、市町村障害福祉計画を定め、又は変更

しようとする場合において、あらかじめ、協議会の意見を聴くよう努めなければなら

ない。 

 

■児童福祉法（一部抜粋） 

（市町村障害児福祉計画） 

第 33 条の 20 市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提

供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画

（以下「市町村障害児福祉計画」という。）を定めるものとする。  

2  市町村障害児福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

（1） 障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項  

（2） 各年度における指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量  

3  市町村障害児福祉計画においては、前項各号に掲げるもののほか、次に掲げる事項

について定めるよう努めるものとする。  

（1） 前項第二号の指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量の

確保のための方策  

（2） 前項第二号の指定通所支援又は指定障害児相談支援の提供体制の確保に係る医療

機関、教育機関その他の関係機関との連携に関する事項  

（第 33 条の 20 第 4 項、第 5項省略）  

6  市町村障害児福祉計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律第 88 条第１項に規定する市町村障害福祉計画と一体のものとして作成すること

ができる。 
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3 計画の位置付け 

本計画は、本市の最上位計画である「朝霞市総合計画」を始め、福祉分野の上位計画で

ある「朝霞市地域福祉計画」や「朝霞市障害者プラン」また、「朝霞市高齢者福祉計画・介

護保険事業計画」や「朝霞市子ども・子育て支援事業計画」、「あさか健康プラン２１」な

どと連携を図りながら進める計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

朝霞市総合計画

朝霞市地域福祉計画 その他関連個別計画

・朝霞市都市計画マスタープラン
・朝霞市生涯学習計画
・朝霞市スポーツ推進計画
・朝霞市立図書館サービス基本計画
・朝霞市地域防災計画

等
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プ
ラ
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計
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計
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国：障害者基本計画・基本指針
県：埼玉県障害者支援計画
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地
域
福
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活
動
計
画
（
朝
霞
市
社
会
福
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協
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が
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4 計画の期間及び構成 

第 8期朝霞市障害福祉計画・第 4期朝霞市障害児福祉計画は国の「障害福祉サービス等

及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針（以下「基本指針」と

いう。）の期間とあわせて、令和 9（2027）年度から令和 11（2029）年度までの３年間とし

ます。 

なお、上位計画である「第 6次朝霞市障害者プラン」の計画期間は令和 6（2024）年度か

ら令和 11（2029）年度までの 6年間となっています。 

ただし、いずれの計画も国・県の行政施策の動向、社会情勢や制度の変更、計画の進捗

状況により、必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和
６年度
（2024）

令和
７年度
（2025）

令和
８年度
（2026）

令和
９年度
（2027）

令和
10年度
（2028）

令和
11年度
（2029）

令和
12年度
（2030）

令和
13年度
（2031）

令和
14年度
（2032）

第6次朝霞市障害者プラン 第7次朝霞市障害者プラン

第7期朝霞市障害福祉計画

第3期朝霞市障害児福祉計画

次期計画第5次障害者基本計画（内閣府）

第8期朝霞市障害福祉計画

第4期朝霞市障害児福祉計画

第9期朝霞市障害福祉計画

第5期朝霞市障害児福祉計画

策定

策定 策定 策定

第7期基本指針（厚生労働省） 第8期基本指針（厚生労働省）

第7期埼玉県障害者支援計画 第8期埼玉県障害者支援計画
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5 計画の対象 

本計画の「障害のある人」の範囲は、障害者基本法第２条に規定される者を対象としま

す。  

平成 23（2011）年８月に改正され公布・施行された障害者基本法では、「身体障害、知

的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称す

る。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活または社会生活に相

当な制限を受ける状態にあるものをいう」としており、さらに、社会的障壁を「障害があ

る者にとって日常生活または社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制

度、慣行、観念その他一切のもの」と定義されています。 
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6 計画におけるＳＤＧｓの取組 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals））は、経済・社会・

環境の３つのバランスが取れた社会を目指すための国際目標であり、平成 27 年９月に国連

総会で採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に掲げられているもので

す。  

ＳＤＧｓは、発展途上国だけでなく、先進国も含めたすべての国々、人々を対象として

おり、令和 12 年までに持続可能な世界を実現するための 17 のゴールと 169 のターゲット

で構成されています。「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、達成に向けてすべての

人々がＳＤＧｓを理解し、それぞれの立場で主体的に行動することが求められています。  

国では、平成 28 年に内閣に「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進本部」を設置すると

ともに、同年に策定した「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針」には、地方自治体

の各種計画等にＳＤＧｓの要素を最大限反映することを奨励していることから、本計画に

おいても、ＳＤＧｓの視点を盛り込み施策を展開していきます。 
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本計画に掲げる各事業を推進するにあたっては、ＳＤＧｓの 17 の目標項目のうち、次に

示す９つの取組目標を意識し、地域や関係団体と連携しつつ、市民の最善の利益が実現され

る社会を目指します。 

 

本計画におけるＳＤＧｓの取組 

目標（Goal） 目標到達に向けた取り組みの方向性 

 １．貧困をなくそう 

全ての市民に必要最低限の暮らしが確保されるよう、きめ細やかな支援

策に取り組みます。 

 ２．飢餓をゼロに 

地域の自然資源を活用しながら安全な食料確保及び栄養改善を実現し、

持続可能な農業の促進に取り組みます。 

 ３．すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢の全ての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進してい

くことで、住民の健康状態の維持・確保に取り組みます。 

 ４．質の高い教育をみんなに 

全ての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を

促進できるような環境づくりに取り組みます。 

 ８．働きがいも経済成長も 

全ての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい生活が

できるような環境づくりに取り組みます。 

 10．人や国の不平等をなくそう 

少数意見を吸い上げつつ、不公平・不平等のないまちづくりに取り組み

ます。 

 11．住み続けられるまちづくりを 

包摂的で、安全な、レジリエント（強じんさ、回復力）で持続可能なま

ちづくりを進めます。 

 16．平和と公正をすべての人に 

すべての人の命や自由が守られ、安全に暮らせる制度づくりや平和な社

会の実現を目指します。 

 17．パートナーシップで目標を達成しよう 

公的／民間セクター、市民、ＮＧＯ／ＮＰＯ等の多くの関係者との協力

関係を築き、パートナーシップを活性化して目標達成に取り組みます。 
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7 計画の策定体制等 

（1）朝霞市障害者プラン推進委員会による検討  

本計画の策定に当たっては、障害のある人や児童の実態及びニーズに応じた計画を策

定するために、障害者団体、社会福祉関係団体、知識経験者、公募市民から構成される

「朝霞市障害者プラン推進委員会」において、内容の審議・検討を行いました。  

また、「朝霞市障害者自立支援協議会」においても、進捗状況の報告や本計画に関する

意見をいただいています。  
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（2）アンケート・ヒアリング調査の実施  

今後の施策の改善、展開及び充実を図ることを目的として、障害のある人や児童等を対

象とした日常生活の状況や障害福祉サービスにおける利用状況や利用意向等を把握する

ための調査や、障害福祉サービス事業所、障害者団体を対象に運営状況や利用者等からの

サービスの利用意向等を把握するための調査を、令和 7（2024）年 11 月 18 日（火）から

12 月 19 日（金）までの期間で実施しました。  

また、アンケート調査では把握しきれない実態を職員が直接伺うことにより、詳細な実

情やニーズを把握し、次期計画の目標などに反映させることを目的として、障害福祉サー

ビスの利用者等に対して聞き取りを実施しました。  

 

 

（3）市民コメント等の実施  

市民や関係者の意見を広く反映させるため、「第 8期朝霞市障害福祉計画・第 4期朝霞

市障害児福祉計画」の計画案について、令和 8（2026）年〇月に市民コメントを実施し

ました。 
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8 計画策定の主なポイント 

第 8期障害福祉計画・第 4期障害児福祉計画の策定に当たって、国の基本指針の一部が

改正されました。 

 

①入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援 

・様々なデータを活用した地域移行者数の把握 

・希望する地域生活の支援に向けた支援体制確保の重要性を記載 

・施設整備と計画に定める入所者数の削減目標の達成との整合 

・入所施設における居室の個室化等の推進 

②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・システムの理念の明確化と実現に向けた、市町村における相談及び援助の体制整備

や、それに対する都道府県における体制整備 

③福祉施設から一般就労への移行等 

・就労選択支援の積極的な利用を促すための体制確保の推進 

・就労選択支援事業所の設置、利用者数に関する成果目標の新設 

④障害児支援の提供体制の整備等 

・地域支援体制の構築に係る成果目標について、４つの中核機能の確保を行うよう見直  

 し 

・インクルージョン推進の協議の場の設置に係る成果目標の新設 

・のぞまないセルフプランの解消を目指しつつ、関係機関との連携体制を確保した上で

の伴走的な相談支援体制の確保に関する成果目標の新設 

・強度行動障害の状態にある児への支援ニーズの把握及び支援体制の整備に関する成果

目標の新設 

⑤地域における相談支援体制の充実強化 

・基幹相談支援センターの設置のより一層の推進 

・のぞまないセルフプランの解消に向けた取組の推進 

・医療分野等との連携、ピアサポート等の重要性を記載 

・協議会に障害当事者が参画することの重要性を記載 

⑥障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充実のための生産性の向上 

・介護テクノロジーの導入促進などによる間接業務の効率化と直接処遇業務の負担軽

減・質の向上の推進 

・人材確保や当事者視点に立ったケアの充実のための生産性向上の支援体制の整備に向

けた成果目標の新設 

・障害当事者が研修に関わることの重要性を記載 

⑦障害福祉サービスの質の確保等 

・就労系サービスやグループホーム等の質の確保について、ガイドラインなどを踏まえ

た取組の重要性を記載 

・障害福祉サービス等情報公表制度の公表率等に関する成果目標の新設 
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・障害福祉分野における運営指導・監査の重要性を記載 

・障害児支援における人材育成の重要性を記載 

・様々な障害特性に応じたサービス提供体制の整備や専門人材の確保・育成等の重要性

を記載 

・意見申出制度の積極的な活用を念頭に入れた計画の検討 

・意思疎通支援従事者の養成・派遣体制の整備、幅広い年齢層の支援者の養成、指導者

の養成の促進に向けた取組の重要性を記載 

・障害当事者に対する ICT 機器の利用支援に向けた取組の重要性を記載 

⑨高次脳機能障害者に対する支援 

・高次脳機能障害者支援法成立を踏まえ、高次脳機能障害について、相談支援体制の充

実、専門的な医療機関の確保、地域協議会設置の重要性を記載 

⑩人口減少地域におけるサービスの維持・確保 

・中山間・人口減少地域におけるサービス提供体制の維持・確保の重要性を記載 

⑪「地域共生社会」の実現に向けた取組 

・地域共生社会の実現に向けたより一層の取組の推進 

⑫住宅セーフティネット制度との連携 

・住宅セーフティネット法に基づく賃貸住宅供給促進計画との調和や、住宅担当部局や

居住支援協議会等との連携 

⑬地域差の是正・指定の在り方等 

・地域差の是正に向けたサービス見込量の算出方法 

・サービス利用者割合の多い自治体におけるいわゆる総量規制や意見申出制度の活用の

要請 

・重度障害者（強度行動障害の状態にある者や高次脳機能障害を有する障害児者、医療

的ケアを必要とする児者等）について個別の利用者数の見込みを設定するよう努める 

⑭障害者等に対する虐待の防止等 

・自治体における調査の徹底と体制整備の強化、重篤事例等の検証のより一層の推進 

・ガイドラインを踏まえた、意思決定支援の一層の推進 

・希望する生活の実現に向けた母子保健・児童福祉の関係機関との連携 

⑮スポーツ・健康増進活動による社会参加等の促進 

・スポーツ・健康増進活動を通じて社会参加するとともに共生社会の実現を目指すこと

の重要性を記載 

⑯災害時における障害福祉サービス提供の確保 

・災害対策基本法等の改正を踏まえた、防災部局や職能団体等との連携 

・施設・事業所等の耐災害性強化対策の必要性を記載 
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第 2章 障害のある人・障害のある児童等を取り巻く状況 

1 障害のある人・障害のある児童等の状況 

（1）身体障害者手帳所持者  

ペースメーカー、人工関節置換などの身体障害のある人（身体障害者手帳所持者）は、

令和 8（2023）年 3月 31 日現在 2,980 人で、総人口に占める割合は、2.0％となっていま

す。 

障害の程度別に見ると、１級1,037人 （34.8％）で最も多く、次いで４級718人 （24.1％）、

２級 457 人（15.3％）、３級 430 人（14.4％）の順で、年々障害の程度が重い人の割合が

増加しています。  

障害区分では、肢体不自由が 47.0％と最も多く、以下、内部障害 （心臓、腎臓、呼吸器、

膀胱 ・直腸機能、小腸、免疫、肝臓）が 36.0％、聴覚 ・平衡機能障害が 7.9％、視覚障害

が 7.5％、音声・言語機能障害が 1.6％となっています。  

  

◆身体障害者手帳所持者の推移  

単位：人 

区分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

1 級 1,104 1,093 1,067 1,039 1,021 1,037 

2 級 467 462 457 448 449 457 

3 級 441 424 421 421 434 430 

4 級 734 729 715 707 709 718 

5 級 186 188 183 192 195 195 

6 級 141 141 143 142 142 143 

合計 3,073 3,037 2,986 2,949 2,950 2,980 

資料：障害福祉課（各年度３月３１日現在） 
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◆身体障害者手帳所持者（障害等級別割合）  

単位：人 

区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 合計 
内 18 歳

未満 

内 18 歳

以上 

人数 1,037 457 430 718 195 143 2,980 66 2,914 

構成比 34.8% 15.3% 14.4% 24.1% 6.5% 4.8% 100.0% 2.2% 97.8% 

資料：障害福祉課（令和 8（2026）年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆身体障害者手帳所持者（障害区分）の推移 

区分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

視覚 204 204 197 205 220 224 

聴覚・平衡 244 243 235 230 234 235 

音声・言語 38 38 43 45 47 47 

肢体不自由 1535 1501 1446 1,428 1,413 1,401 

心臓 503 513 512 513 514 530 

腎臓 324 322 331 312 306 311 

呼吸器 29 23 21 17 18 19 

膀胱・直腸 147 145 148 143 150 158 

小腸 2 2 2 2 2 2 

免疫 40 40 45 46 43 46 

肝臓 7 6 6 8 3 7 

合計 3,073 3,037 2,986 2,949 2,950 2,980 

資料：障害福祉課（各年度３月３１日現在） 

 

◆身体障害者手帳所持者（障害区分割合）  

単位：人 

区分 視覚 
聴覚･

平衡 

音声・

言語 

肢体 

不自由 
心臓 腎臓 呼吸器 

膀胱・ 

直腸 
小腸 免疫 肝臓 合計 

人数 224 235 47 1,401 530 311 19 158 2 46 7 2,980 

構成比 7.5% 7.9% 1.6% 47.0% 17.8% 10.4% 0.6% 5.3% 0.1% 1.5% 0.2% 100.0% 

資料：障害福祉課（令和 8年 3 月３１日現在） 
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（2）療育手帳所持者  

児童相談所等で知的障害であると判定された人（療育手帳所持者）は、令和 8（2026）

年３月 31 日現在 911 人で、総人口に占める割合は、0.62％となっています。  

障害の程度別では、○Ａ （最重度）162 人、Ａ（重度）210 人、Ｂ（中度）223 人、Ｃ（軽

度）316 人となっています。  

年々増加している要因としては、知的障害に対する知識や理解が保護者や教職員、社会

全体へと普及してきていることなどにより、これまで潜在化していた障害児 ・者が顕在化

してきたと考えられます。 

 

◆療育手帳所持者の推移                          単位：人 

区分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

○Ａ 145 151 153 158 163 162 

Ａ 181 190 196 209 206 210 

Ｂ 203 209 205 216 220 223 

Ｃ 230 237 253 267 285 316 

合計 759 787 807 850 874 911 

資料：障害福祉課（各年度３月３１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆療育手帳所持者（障害程度別割合）  単位：人 

区分 ○Ａ Ａ Ｂ Ｃ 合計 

人数 162 210 223 316 911 

構成比 17.8% 23.1% 24.5% 34.6% 100.0% 

 

区分 内 18 歳未満 内 18 歳以上 

人数 315 596 

資料：障害福祉課（令和 8年 3 月３１日現在） 
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（3）精神障害者保健福祉手帳所持者 

統合失調症、てんかんなどの精神障害のある人（精神障害者保健福祉手帳所持者）

は、令和 8（2026）年３月 31 日現在 1,859 人で、総人口に占める割合は、1.27％となっ

ています。  

自立支援医療（精神通院医療）の利用者は 2,867 人となっています。  

年々増加している要因としては、高齢化や地域の繋がりの希薄化、長引く不況による

労働環境や生活環境の悪化などの社会情勢の変化や、情報化社会による情報量の増加等

により、精神的ストレスを抱えやすい現代社会であるとともに、知的障害と同様に精神

障害に対する知識や理解が、社会全体へと普及してきていることなどにより精神科を受

診される方が増加してきていることが考えられます。 

 

◆精神障害者保健福祉手帳所持者の推移                   単位：人 

区分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

1 級 118 121 121 120 113 119 

2 級 700 756 818 873 959 1,054 

3 級 389 443 472 543 607 686 

合計 1,207 1,320 1,411 1536 1,679 1,859 

資料：障害福祉課（各年度３月３１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆精神障害者保健福祉手帳所持者（障害等級別割合）単位：人、％ 

区分 1 級 2 級 3 級 合計 

人数 119 1,054 686 1,859 

構成比 6.4% 56.7% 36.9% 100.0% 

◆自立支援医療（精神通院医療）の疾病別利用者数（人） 

区分 
統合失調症、統 

合失調症型障害 

及び妄想性障害 

気分障害 

（うつ病など） 

神経症性障害、ス 

トレス関連障害及 

び身体表現性障害 

通院 232 755 147 
 

区分 てんかん 

その他 

（分類不明を含

む） 

合計 

通院 84 1,649 2,867 

資料：障害福祉課（令和 8年 3 月３１日現在） 
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（4）難病患者見舞金受給者  

難病のうち、国や県で指定した指定難病については、保険診療の自己負担分の一部を

公費負担する指定難病医療給付制度等と、原則として 18 歳未満を対象とする小児慢性特

定疾病医療費助成制度があります。  

市では、指定難病医療受給者証等をお持ちの人に対して難病患者見舞金を支給してい

ます。受給者数は、令和 2（2020）年度以降、増加傾向で推移しています。  

 

◆難病患者見舞金受給者数   

単位：人 

区分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

指定難病等 675 738 788 793 811 835 

小児慢性 

特定疾病 
105 108 115 112 106 108 

合計 780 846 903 905 917 943 

資料：障害福祉課（各年度３月３１日現在） 
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（5）医療的ケア児  

医療的ケア児とは、日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケアを受ける

ことが不可欠である児童です。医療技術の進歩に伴い医療的ケア児が増加するとともに

その実態が多様化し、医療的ケア児及びその家族が個々の医療的ケア児の心身の状況等

に応じた適切な支援を受けられるようにすることが重要な課題となっています。障害や

慢性疾患などの様々な要因があり、医療的ケアの態様も様々であることから、定型的な

把握が難しいため、令和 4（2022）年から朝霞保健所との情報連携も始め、更なる把握

に努めています。  

 

◆医療的ケア児  

単位：人 

区分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

人数 14 19 23 23 30 31 

資料：障害福祉課（それぞれの年度内に把握した人数） 
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2 調査で見る障害のある人・障害のある児童等の現状  

（1）調査の概要  

① 目 的 

第 8 期朝霞市障害福祉計画・第４期朝霞市障害児福祉計画策定にあたり、障害のあ

る方などの実情やニーズ、ご意見等を把握するためのアンケート調査を実施しまし

た。 

 

②調査期間 

令和 7年 11 月 18 日（火）～令和 7年 12 月 19 日（金） 

 

③調査対象者 

種類 対象 

障害者調査 
市内在住で 18歳以上の障害のある方に調査表と Web 回答

の案内を郵送。 

障害児及び保護者調査 
市内在住で 18歳未満の障害のある方及び保護者の方で無

作為に抽出して調査表と Web 回答の案内を郵送。 

障害福祉サービス事業所調査 市内の障害福祉サービス事業所に Web 調査郵送。 

障害者団体調査 市内の障害者団体に郵送。 

障害者等ヒアリング調査 障害福祉サービス等を利用している方。 

※「障害者調査」、「障害児及び保護者調査」、「障害福祉サービス事業所調査」は Web 調査も実施しま

した。 

 

④配布数及び回収数 

種類 配布数  回収数 回収率 

障害者調査 5,388 件 

郵送 1,601 件 29.7％ 

Web 845 件 15.7％ 

計 2,446 件 45.4％ 

保護者調査 1,119 件 

郵送 125 件 11.2％ 

Web 271 件 24.2％ 

計 396 件 35.4％ 

事業所調査 106 件 Web 50 件 47.2％ 

団体調査 12 件 郵送 ８件 66.7％ 

ヒアリング   30 件  
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（2）障害者調査結果（抜粋） 

 ①現在の暮らしの状況と将来の暮らしの希望について 

現在の暮らしと将来の暮らしについては、現在と将来ともに「家族と同居」が最も多く、次い

で、「一人で暮らし」、「高齢者施設」となっています。 

障害種別では、現在と将来ともにすべての障害で「家族と同居」の割合が最も多くなっていま

す。また、「家族と同居」では知的障害者において、現在と将来で 13.6 ポイント減っており、精神

障害者でも 6.7 ポイント減っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19.7 

68.0 

2.9 

2.0 

3.4 

1.5 

1.6 

0.9 

19.9 

64.6 

3.2 

2.4 

3.8 

3.8 

2.3 

0% 50% 100%

一人で暮らし

家族と同居

グループホーム

障害者支援施設

高齢者施設

病院に入院している

その他

無回答

全体（n=2,446）

2.8 

64.5 

15.9 

14.5 

0.0 

1.4 

0.9 

0.0 

9.3 

50.9 

17.8 

14.5 

0.0 

5.1 

2.3 

0% 50% 100%

知的障害者（n=214）

20.3 

68.4 

1.4 

1.4 

4.6 

1.5 

1.7 

0.8 

18.6 

67.1 

1.4 

2.2 

5.0 

3.2 

2.5 

0% 50% 100%

身体障害者（n=1,293）

27.5 

60.9 

4.7 

0.3 

1.8 

2.3 

2.3 

0.2 

30.8 

54.2 

4.3 

0.5 

2.0 

6.7 

1.5 

0% 50% 100%

一人で暮らし

家族と同居

グループホーム

障害者支援施設

高齢者施設

病院に入院している

その他

無回答

精神障害者（n=601）

現在の暮らしの状況 将来の暮らしの状況

15.1 

78.1 

0.6 

0.4 

3.1 

1.2 

0.8 

0.6 

13.4 

78.4 

1.0 

1.2 

3.3 

1.6 

1.0 

0% 50% 100%

難病（n=485）
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 ②日常生活の介助の状況について 

【全体】 

日常生活について「一部介助が必要」と「全部介助が必要」を合わせた『介助が必要』
では、「⑦外出」が 36.1％と最も多く、次いで「⑨お金の管理」が 31.9％、「⑩薬の管
理」が 27.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【身体障害者】 

身体障害者の『介助が必要』では、「⑦外出」が 37.5％と最も多く、次いで「⑨お金
の管理」が 26.6％、「③入浴」が 25.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

83.2

81.7

71.8

76.3

75.6

80.2

59.6

78.9

70.5

73.2

10.1

8.6

12.4

13.9

14.5

9.4

18.5

12.3

11.1

9.3

3.8

7.0

13.3

7.3

7.3

7.1

19.0

5.0

15.5

14.6

2.9

2.6

2.6

2.6

2.7

3.2

2.9

3.8

2.8

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①食事（n=1,293）

②トイレ（n=1,293）

③入浴（n=1,293）

④衣服の着脱（n=1,293）

⑤身だしなみ（n=1,293）

⑥家の中の移動（n=1,293）

⑦外出（n=1,293）

⑧家族以外の人との意思疎通（n=1,293）

⑨お金の管理（n=1,293）

⑩薬の管理（n=1,293）

一人でできる 一部（時々）介助が必要 全部介助が必要 無回答

82.1

83.7

75.0

79.8

74.9

84.1

61.1

73.7

65.5

69.9

11.8

8.4

12.8

12.2

16.2

7.7

20.6

17.5

16.0

12.7

3.4

5.4

9.6

5.5

6.2

5.4

15.5

5.5

15.9

14.7

2.7

2.5

2.6

2.5

2.7

2.8

2.8

3.3

2.6

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①食事（n=2,446）

②トイレ（n=2,446）

③入浴（n=2,446）

④衣服の着脱（n=2,446）

⑤身だしなみ（n=2,446）

⑥家の中の移動（n=2,446）

⑦外出（n=2,446）

⑧家族以外の人との意思疎通（n=2,446）

⑨お金の管理（n=2,446）

⑩薬の管理（n=2,446）

一人でできる 一部（時々）介助が必要 全部介助が必要 無回答
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【知的障害者】 

知的障害者の『介助が必要』では、「⑨お金の管理」が 84.1％と最も多く、次いで「⑩
薬の管理」が 72.9％、「⑧家族以外の人との意思疎通」が 68.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【精神障害者】 

精神障害者の『介助が必要』では、「⑨お金の管理」が 42.4％と最も多く、次いで「⑦
外出」が 35.8％、「⑩薬の管理」が 32.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

63.1

60.3

50.0

62.1

35.5

84.6

34.6

29.4

13.6

24.3

29.0

27.6

31.3

26.2

45.3

7.9

30.4

43.5

28.0

21.5

6.5

10.3

16.4

8.9

16.8

5.6

33.2

25.2

56.1

51.4

1.4

1.9

2.3

2.8

2.3

1.9

1.9

1.9

2.3

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①食事（n=214）

②トイレ（n=214）

③入浴（n=214）

④衣服の着脱（n=214）

⑤身だしなみ（n=214）

⑥家の中の移動（n=214）

⑦外出（n=214）

⑧家族以外の人との意思疎通（n=214）

⑨お金の管理（n=214）

⑩薬の管理（n=214）

一人でできる 一部（時々）介助が必要 全部介助が必要 無回答

78.9

90.7

82.4

87.9

76.4

90.5

62.6

65.7

56.1

65.6

15.6

4.5

11.8

7.2

18.1

5.0

27.6

28.8

31.4

24.0

3.8

3.3

4.2

3.3

3.8
2.8

8.2
3.7

11.0

8.8

1.7

1.5

1.7

1.7

1.7

1.7

1.7

1.8

1.5

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①食事（n=601）

②トイレ（n=601）

③入浴（n=601）

④衣服の着脱（n=601）

⑤身だしなみ（n=601）

⑥家の中の移動（n=601）

⑦外出（n=601）

⑧家族以外の人との意思疎通（n=601）

⑨お金の管理（n=601）

⑩薬の管理（n=601）

一人でできる 一部（時々）介助が必要 全部介助が必要 無回答
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【難病】 

精神障害者の『介助が必要』では、「⑦外出」が 27.3％と最も多く、次いで「⑨お金
の管理」が 17.4％、「④衣服の着脱」が 15.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

88.5

87.2

84.1

83.3

84.5

85.4

71.3

87.0

81.6

83.1

7.0

5.6

6.2

9.3

7.8

6.8

15.5

7.0

8.5

6.8

3.1

6.0

8.5

6.4

6.4

6.4

11.8

4.3

8.9

8.7

1.4

1.2

1.2

1.0

1.2

1.4

1.4

1.6

1.0

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①食事（n=485）

②トイレ（n=485）

③入浴（n=485）

④衣服の着脱（n=485）

⑤身だしなみ（n=485）

⑥家の中の移動（n=485）

⑦外出（n=485）

⑧家族以外の人との意思疎通（n=485）

⑨お金の管理（n=485）

⑩薬の管理（n=485）

一人でできる 一部（時々）介助が必要 全部介助が必要 無回答
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（3）障害児・保護者調査結果（抜粋） 

 ①不安になったときの相談先について 

お子さんの子育てをする上で、不安になったとき、誰に（どこに）相談しているかについては、

「家族・親族」が 79.0％と最も多く、次いで、「かかりつけの病院」が 45.7％、「友人・知人」

が 42.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

79.0 

42.9 

45.7 

11.6 

11.9 

40.4 

26.3 

12.6 

9.8 

3.0 

36.4 

4.0 

6.3 

2.3 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族・親族

友人・知人

かかりつけの病院

市役所

保健センター・こども家庭センター

児童発達支援事業所・児童発達支援センター

保育所、幼稚園、認定こども園（以下保育所等という）、学校

小中学校の特別支援学級

特別支援学校

児童相談所

放課後等デイサービス事業所

子育て支援センター

その他

そのような人はいない

無回答

全体（n=396）
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 ②将来、不安なことについて 

お子さんの将来を考えて、不安に思うことについては、「就職・仕事について」が 73.7％と最

も多く、次いで、「進学・学校生活について」が 63.4％、「生活費について」が 50.3％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50.3 

45.7 

24.5 

41.2 

39.4 

73.7 

63.4 

27.5 

27.5 

27.8 

23.2 

17.7 

50.0 

17.7 

16.4 

3.3 

2.5 

3.3 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活費について

病気や障害のこと

介助してくれる人について

親の高齢化について（親亡き後）

家事など日常生活のこと

就職・仕事について

進学・学校生活について

住宅・生活の場所について

恋愛や結婚に関すること

災害・犯罪に関すること

話し相手に関すること

情報収集に関すること

学校・職場などの人間関係に関すること

家族や地域との関係に関すること

地域の中で過ごせる障害福祉サービスの不足

その他

特に不安はない

わからない

無回答

全体（n=396）
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（4）障害福祉サービス事業所調査結果（抜粋） 

 ①利用者から望まれているサービスについて 

利用者からどのようなサービスを望む声が多いかについては、「放課後等デイサービス」が

36.0％と最も多く、次いで、「共同生活援助」が 22.0％、「短期入所」、「移動支援事業」がとも

に 20.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.0 

0.0 

2.0 

20.0 

0.0 

8.0 

6.0 

12.0 

0.0 

22.0 

12.0 

4.0 

10.0 

4.0 

12.0 

6.0 

16.0 

6.0 

10.0 

0.0 

18.0 

2.0 

2.0 

36.0 

18.0 

2.0 

4.0 

14.0 

0.0 

4.0 

6.0 

2.0 

0.0 

2.0 

20.0 

6.0 

4.0 

4.0 

2.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

居宅介護

重度訪問介護

重度障害者等包括支援

短期入所

自立生活援助

同行援護

行動援護

生活介護

療養介護

共同生活援助

施設入所支援

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労選択支援

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

就労定着支援

計画相談支援

地域移行支援・地域定着支援

児童発達支援

居宅訪問型児童発達支援

医療型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

障害児相談支援

障害者理解促進研修・啓発事業

相談支援事業（一般的な相談）

成年後見制度利用支援事業

手話通訳者等派遣事業

要約筆記者派遣事業

日常生活用具給付事業

移動支援事業

地域活動支援センター事業

日中一時支援事業

その他

無回答

全体ｎ＝50
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 ②職員の配置状況について 

現在の従業員の配置状況については、「やや不足している(44.0％)」、「不足している(12.0％)」

を合わせた『不足している（計）』が 56.0％となっています。また「過不足なく適当である」が

44.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③運営に関する問題について 

貴事業所の運営に関する問題については、「人材確保が難しい」が 70.0％と最も多く、次い 

で、「人材育成が難しい」が 62.0％、「経営経費・活動資金が不足している」、「報酬が労働実態に

そぐわない」がともに 32.0％となっています。 

 

 

 

 

  

0.0 

0.0 

44.0 

44.0 

12.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

過剰である

やや過剰である

過不足なく適当である

やや不足している

不足している

無回答

全体ｎ＝50

70.0 

62.0 

8.0 

32.0 

18.0 

32.0 

20.0 

4.0 

4.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材確保が難しい

人材育成が難しい

労働条件が整わない

経営経費・活動資金が不足している

施設・設備の改善が難しい

報酬が労働実態にそぐわない

利用者の継続的な確保が難しい

その他

特に問題はない

無回答

全体ｎ＝50
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（5）障害者団体調査結果（抜粋） 

①利用者から望まれているサービスについて 

会員からは、どのようなサービスを望む声が多いかについては、「日常生活用具給付事業」が

４件と最も多く、次いで「共同生活援助」、「計画相談支援」、「相談支援事業（一般的な相談）」、「移

動支援事業」、「地域活動支援センター事業」がそれぞれ３件と最も多くなっています 

 

 ②会員からの困りごとについて（抜粋） 

■親子分離が上手に行く様なシステム作り。退院した後のシステム作り。地域で生活出

来るシステム作り。 

■特別支援学校における保護者付き添いの解除目途が立たず、毎日の登校が難しいこ

と。人工呼吸器を装着する子どもの保育園受入が進まないこと。 

■多種多様な症状があるため、自分の障害をうまく説明できないため、理解してもらう

のが難しい。 

■障害者を抱えている方は、他の方との交流がないので、全体会というものを実施し、

食事をしながら日頃の困りごとを話し合い、気晴らしをしてもらっています。高齢化

が進み、認知症になってお金の管理をしてほしいという人もいます。亡くなる方も多

くなり、葬儀の手順等の不安が寄せられています。 

■入院患者（精神障害者）からの退院支援、グループホーム、日中活動場所。 

■行政主催の行事に手話通訳が付いてないこともある。 

■日常の移動手段、付き添い者の不足。週末の過ごし方、余暇活動を充実させたい。障

がいのあるお子さん（特性の強いお子さん）と日常遊びに行ける場所。 

■視覚障害者に関する行政サービスがよく分からない。単独歩行者の安全な移動に関す

る相談。障害者手帳を取得したばかりの人に対する情報提供がほしい。 
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（６）障害者等ヒアリング調査 

 ①行政（市）に求めることや期待すること 

■障害があっても、地域で自分らしく生活する為に、出来る限り利用出来る範囲が広が

っていくと良い。 

■事業所を増やしてほしい。送迎バス付きを増やしてほしい 

■自分と似たような境遇、状況の人とつながれるコミュニティなどの情報を発信してほ

しい。 

■重度の人が出かけられるようない外出支援があるとよい。 

■GH の数を充実させてほしい。 

■社会福祉協議会と連携してボランティアの人材育成や地域での協働を目指した働く場

の提供支援に力を入れてほしい。 

■障害レクとかに参加する際、保護者がトイレに行くときなど見守り支援をお願いでき

ると社会参加しやすい。また、移動支援の事業所を増やしてほしい。 

■親の高齢化に伴い、今後のことが気になる。親なき後、GH や施設入所、成年後見制度

など、どうしたらよいか相談先や説明会があるとよい。 

■障害福祉サービス、精神障害者保健福祉手帳、自立支援医療（精神通院）の必要申請

をオンライン化してほしい。 

■親に何かあったときの不安がある。 
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第 3章 計画の基本的な考え方 

1 基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 次朝霞市障害者プランでは、基本理念に基づき、障害の有無や世代の違いなどにかか

わらず、誰もがお互いを尊重し合いながら、地域で共に生きる社会の実現を目指します。  

また、あらゆるライフステージにおいて、自分らしく、自分の意思で自立し、社会参加が

できるよう、障害者総合支援法や児童福祉法の基本理念を踏まえ、障害福祉サービス等の実

施など、さまざまな施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 

誰もがお互いに尊重し合い  

地域で共に生きる社会の実現 
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2 基本目標 

 

基本目標 1 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

福祉施設から地域生活への移行を支援するため、希望する福祉施設入所者に対し、地域生活のため

のサービスを提供します。 

基本目標 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、保健・医療・福祉関係者が連携して

取り組むとともに、精神保健医療福祉体制の基盤整備等を推進します。 

基本目標 3 福祉施設から一般就労への移行等 

福祉施設から一般就労への移行等を促進するため、就労の場の掘り起こしや関係機関のネットワー

クを強化充実し、就労移行支援等を推進し、障害のある人の福祉施設から一般就労への移行を促進し

ます。 

基本目標 4 障害児支援の提供体制の整備等 

障害のある児童等のライフステージに沿って地域の保健、医療、障害福祉、保育、地域子育て拠

点、教育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供する体制を整備し

ます。 

基本目標 5 地域生活支援の充実 

障害者の地域生活への移行の支援及び地域生活支援を充実させるため、地域生活支援拠点等を整備

するとともに、その機能の充実を図ります。 

基本目標 6 相談支援体制の充実・強化等 

相談支援体制の充実・強化の取組の中核となる基幹相談支援センターを令和 7年 7月に開設し、地

域の相談支援体制の充実を図ります。 

基本目標 7 発達障害者等に対する支援 

発達障害者等の早期発見・早期支援には、発達障害者等及びその家族等への支援が重要であること

から、保護者等が子どもの発達障害の特性を理解し、必要な知識や方法を身につけ、適切な対応がで

きるよう支援体制を確保します。 

基本目標 8 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

障害福祉サービス等が多様化するとともに、多くの事業者が参入している中、利用者が真に必要と

する障害福祉サービス等が提供できるよう、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組を実施

する体制を構築します。 
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第 4章 計画の推進体制 

 

1 計画の推進体制  

（1）計画の周知  

本計画の周知については、障害に関する正しい知識や理解を広める必要があることから、

関係機関や障害者支援にかかわる人々と連携し、誰もがお互いを尊重し合いながら、地域

で共に生きる社会の実現のために、広報紙やホームページへの掲載を行います。  

また、理解促進研修の講演会等の各種イベントの際に計画の概要版を配布する等により、

情報発信や周知を図ります。  

 

（2）推進体制の確立  

障害者施策は、福祉や保健 ・医療などの分野だけでなく、住宅、交通、まちづくりとい

った生活環境全般の幅広い範囲に及ぶため、それぞれの障害のある人の障害や程度、ライ

フステージに応じたきめ細かな対応が必要となります。  

このため、関係団体や市民が参加する推進組織である朝霞市障害者プラン推進委員会に

おいて計画の推進を図ります。  

 

（3）広域連携等  

障害者施策は、対象者数や専門的な取組の必要性などから広域で行っている事業もあり、

市民も他市に立地する施設を利用していることもあります。  

このため、広域的な視点で取り組まなければならないことも多いことから、国や県、近

隣市と連携していく必要があります。  

県が実施する障害福祉サービス等に係る研修や障害者自立支援審査支払等システム等

を活用した事業所や関係自治体等との情報共有体制など、市単独では実施が困難な施策に

ついては、積極的に連携を図りつつ、サービスの充実に努めます。 

 

（4）市民等との協働  

各障害施策を効果的に実施していく上で、市民の協力はもとより、市と関係機関 （福祉

施設、医療機関、教育機関、保健所、社会福祉協議会、ボランティア団体、障害者関係団

体、事業者など）との協力体制は不可欠です。  

ピアカウンセリングの支援や、スポーツ・レクリエーションに係るイベントの開催など、

障害のある人の社会参加の充実を図り、地域社会と関係機関との連携を強化するとともに、

障害者施策の推進に向けて障害のある人を含め、市民の主体的な参画を促進します。  
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（5）計画の達成状況の点検と評価の実施方法  

達成状況の点検については、サービスの見込量と実際の利用量を踏まえながら、朝霞市

障害者プラン推進委員会において、課題 ・方向性及び方策など障害福祉施策も合わせて点

検・評価を行うとともに、その進行管理と調整を行います。  

また、朝霞市障害者自立支援協議会にも進行管理状況を報告し、その意見等を踏まえな

がら、適切な見直しを行い、ＰＤＣＡサイクルにより、必要があると認めるときは、本計

画の変更や見直しを行います。 
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第二部  

第 8 期朝霞市障害福祉計画・  

第 4 期朝霞市障害児福祉計画 
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第 1章 基本的な考え方 

 

第 8 期朝霞市障害福祉計画 ・第 4期朝霞市障害児福祉計画の策定にあたっては、国の 「障

害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針 （令和

8年こども家庭庁 ・厚生労働省告示第四号、令和 9 （2027）年 4月 1日より適用）における、

以下の基本的な考え方を踏まえ策定しました。 

 

1 障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

共生社会を実現するため、障害者等の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配慮す

るとともに、障害者等が必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、その自立

と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービス等及び障害児通所支

援等の提供体制の整備を進める。 

 

2 市町村を基本とした身近な実施主体と障害種別によらない一元的な障害福祉サービスの

実施等  

障害者等が地域で障害福祉サービスを受けることができるよう市町村を実施主体の基

本とする。また、障害福祉サービスの対象となる障害者等の範囲を身体障害者、知的障害

者及び精神障害者並びに難病患者等であって十八歳以上のもの並びに障害児とし、サービ

スの充実を図り、都道府県の適切な支援等を通じて引き続き障害福祉サービスの均てん化

を図る。また、発達障害者及び高次脳機能障害者については、従来から精神障害者に含ま

れるものとして障害者総合支援法に基づく給付の対象となっているところであり、引き続

きその旨の周知を図る。さらに、難病患者等についても、引き続き障害者総合支援法に基

づく給付の対象となっている旨の周知を図るため、難病の患者に対する医療等に関する法

律に基づき特定医療費の支給認定を行う都道府県や難病患者等の相談に応じる難病相談

支援センター等において、それぞれの業務を通じて難病患者等本人に対して必要な情報提

供を行う等の取組により、障害福祉サービスの活用が促されるようにする。 

また、各地方公共団体が策定する障害福祉計画等においても、難病患者等が障害者総合

支援法に基づく給付の対象となっていることを踏まえ、難病患者等への支援を明確化し、

計画を策定するに当たっては、難病患者等や難病相談支援センター等の専門機関の意見を

踏まえる。  
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3 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に対応したサ

ービス提供体制の整備  

障害者等の自立支援の観点から、入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、

就労支援といった課題に対応したサービス提供体制を整え、障害者等の生活を地域全体で

支えるシステムを実現するため、地域生活支援の拠点づくり、ＮＰＯ等によるインフォー

マルサービス（法律や制度に基づかない形で提供されるサービスをいう。）の提供等、地

域の社会資源を最大限に活用し、提供体制の整備を進める。  

特に、入所等から地域生活への移行については、適切に意思決定支援を行いつつ地域生

活を希望する者が地域での暮らしを継続することができるよう、必要な障害福祉サービス

等が提供される体制を整備する必要があり、例えば、医療的ケアが必要な者や強度行動障

害の状態にある者などの重度障害者であっても、地域生活への移行が可能となるようサー

ビス提供体制を確保する。 

また、市町村は、地域生活に対する安心感を担保し、自立した生活を希望する者に対す

る支援等を進めるために、地域生活への移行、親元からの自立等に係る相談、一人暮らし、

グループホームへの入居等の体験の機会及び場の提供、短期入所の利便性 ・対応力の向上

等による緊急時の受入対応体制の確保、人材の確保 ・養成 ・連携等による専門性の確保並

びにサービス拠点の整備及びコーディネーターの配置等による地域の体制づくりを行う

機能を有する地域生活支援拠点等を整備する必要がある。その際、障害者の重度化 ・高齢

化や 「親なき後」を見据えて、障害種別にかかわらず、これらの機能を更に強化する必要

がある。  

こうした拠点等の機能強化に当たっては、相談支援を中心として、学校からの卒業、就

職、親元からの自立等の生活環境が変化する節目を見据えて、中長期的視点に立った継続

した支援を行う必要がある。なお、地域生活支援拠点等の整備 ・運営に当たっては、地域

生活支援拠点等と基幹相談支援センターのそれぞれの役割を踏まえた効果的な連携を確

保する必要がある。  

さらに、精神病床における長期入院患者の地域生活への移行を進めるに当たっては、精

神科病院や地域援助事業者による努力だけでは限界があり、自治体を中心とした地域精神

保健医療福祉の一体的な取組の推進に加え、差別や偏見のない、あらゆる人が共生できる

包摂的 （インクルーシブ）な社会の実現に向けた取組の推進が必要である。これを踏まえ、

精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、精

神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進める。  

また、地域の支援体制を構築する上では、強度行動障害の状態にある者や高次脳機能障

害を有する児者、医療的ケアが必要な児者、重症心身障害児者、発達障害児者、盲重複障

害児者、ろう重複障害児者など、様々な障害特性に応じた支援体制の構築が重要である。

そうした地域のきめ細かいニーズを踏まえた上で、サービス提供体制の整備や専門人材の

確保・育成等を図ることが必要である。  

こうした体制を構築する上では、地域のニーズに応じて提供体制や支援体制を構築して

いくことが重要であり、例えば、中山間 ・人口減少地域においては、共生型サービスや基
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準該当障害福祉サービス、多機能型、従たる事業所等の現行制度の活用等も図りつつ、サ

ービス提供体制を維持・確保していくことが重要である。  

 

4 地域共生社会の実現に向けた取組 

人口減少や単身世帯の増加、特に障害福祉分野では、障害者の重度化 ・高齢化や親なき

後の生活など家族が抱える課題は複雑化・複合化している中で、地域のあらゆる住民が、

「支え手」と 「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮らし、生きがいを共に創り、高

め合うことができる地域共生社会の実現に向け、引き続き、地域住民が主体的に地域づく

りに取り組むための仕組みづくりや制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの確保に取り

組むとともに、地域ごとの地理的条件や地域資源の実態等を踏まえながら、地域の実情に

応じた包括的な支援体制の整備や推進に取り組む。その際、市町村は地域福祉計画や同法

第百六条の五第一項に規定する重層的支援体制整備事業実施計画との連携を図りつつ、福

祉分野を超えた連携や地域との協働を進め、より一層の体制整備を進める。例えば、次に

掲げる支援を一体的に実施する重層的支援体制整備事業の活用も含めて検討することな

どが考えられる。  

 

㈠ 属性にかかわらず、地域の様々な相談を受け止め、自ら対応し、又はつなぐ機能、多

機関協働の中核の機能及び継続的につながり続ける伴走支援を中心的に担う機能を備

えた相談支援  

㈡ ㈠の相談支援と一体的に行う、就労支援、居住支援など、多様な社会参加に向けた支

援  

㈢ ケアし支え合う関係性を広げ、交流や参加の機会を生み出すコーディネート機能及び

住民同士が出会い参加することのできる場や居場所の確保の機能を備えた支援  

 

5 障害児の健やかな育成のための発達支援 

障害児支援を行うに当たっては、障害児本人の意見の尊重及び最善の利益を考慮しなが

ら、障害児の健やかな育成を支援することが必要である。このため、障害児及びその家族

に対し、障害の疑いがある段階から身近な地域で支援できるように、障害児通所支援及び

障害児相談支援については市町村を、障害児入所支援については都道府県を実施主体の基

本とし、障害種別にかかわらず、質の高い専門的な発達支援を行う障害児通所支援等の充

実を図るとともに、都道府県の適切な支援等を通じて引き続き障害児支援の均てん化を図

ることにより、地域支援体制の構築を図る。  

また、障害児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育、

就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供する体制の構築を

図る。  

さらに、障害児が障害児支援を利用することにより、地域の保育、教育等の支援を受け

ることができるようにすることで、障害の有無にかかわらず、全ての児童が共に成長でき

るよう、障害児の地域社会への参加や包容（以下「インクルージョン」という。）を推進
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する。  

加えて、人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する

状態にある障害児 （以下 「医療的ケア児」という。）が保健、医療、障害福祉、保育、教育

等の支援を円滑に受けられるようにする等、専門的な支援を要する者に対して、各関連分

野が共通の理解に基づき協働する包括的な支援体制を構築する。  

こうしたサービス提供体制の整備等については、個別の状況に応じて、関係者や障害者

等本人が参画して行う議論を踏まえた上で、市町村及び都道府県が定める障害保健福祉圏

域ごとの整備の在り方を障害福祉計画等に位置付け、計画的に推進する。  

 

6 障害者の社会参加を支える取組定着  

障害者の地域における社会参加を促進するためには、障害者の多様なニーズを踏まえて

支援すべきである。その際、文化 ・芸術活動や健康づくり、スポーツ等の分野を含め、地

域でいきいきと安心して健康的に暮らすことができる社会を目指すことが重要である。  

特に、障害者による文化芸術活動の推進に関する法律を踏まえ、文化行政担当等の関係

部局との連携を図りつつ、合理的配慮の提供とそのための環境整備に留意しながら、障害

者が文化芸術を享受鑑賞し、又は創造や発表等の多様な活動に参加する機会の確保等を通

じて、障害者の個性や能力の発揮及び社会参加の促進を図る。  

また、読書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受することができる社会の実現のため、

視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律を踏まえ、視覚障害者等の読書環境の

整備を計画的に推進する。  

さらに、障害者等による情報の取得利用 ・意思疎通を推進するため、障害者による情報

の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律、手話に関する施策の推進

に関する法律等を踏まえ、デジタル担当や情報通信担当、産業政策担当等の関係部局との

連携を図りつつ、行政情報のアクセシビリティの向上を進めるとともに、障害特性に配慮

した意思疎通支援従事者の派遣、支援人材の持続可能なサービス提供体制の構築を見据え

た幅広い年齢層の支援者の養成、意思疎通支援者を養成する指導者の確保等に向けた研修

受講の促進、障害当事者によるＩＣＴ活用等の促進を図る。 
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第 2章 障害福祉サービス等の体系 

 

障害のある人 ・障害のある児童を対象とした障害者総合支援法、児童福祉法によるサービ

ス体系は、以下のようになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－40－ 

第 3章 令和 11（2029）年度の目標設定 

1 基本目標 

（1）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

国の基本指針によれば、地域生活への移行を進める観点から、福祉施設に入所している

障害者（以下「施設入所者」という。）のうち、今後、自立訓練事業等を利用し、令和 11

（2029）年度末までに地域生活 （グループホーム、一般住宅等）に移行する者の数値目標

を設定することとされています。 

 

①地域移行者数 

＜国の成果目標＞ 

◇令和７ （2025）年度末時点での施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行することとす

ること。 

＜本市の考え方＞ 

◆本市では、令和７ （2025）年度末時点の施設入所者 85 人のうち６人が、令和 11 （2029）

年度末までに地域生活へ移行することを目標とします。 

 

区 分 数 値 

【実績値】令和７（2025）年度末時点の施設入所者数（Ａ） 85 人 

【目標値】地域生活移行者数（Ｂ） ６人 

移行率（Ｂ／Ａ）×100 7.1％ 

 

②施設入所者数 

＜国の成果目標＞ 

◇令和 11 （2029）年度末時点での施設入所者数を令和 7 （2025）年度末時点の施設入所者

数から 5％以上削減すること。 

＜本市の考え方＞ 

◆埼玉県の入所待機者は年々増加しており、特に強度行動障害や重度の重複障害などによ

り地域生活が困難な者が多数入所待ちをしている状況であることから、県では数値目標

を「設定しない」こととしていますが、本市では「削減しない」こととします。 
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（2）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神病床における長期入院患者の地域生活への移行を進めるにあたっては、精神科病院

（精神科病院以外の病院で精神病室が設けられているものを含む。）や地域の支援事業者

による努力だけでは限界があり、自治体を中心とした地域精神保健医療福祉の一体的な取

組の推進に加え、差別や偏見のない、あらゆる人が共生できる包括的な社会の実現に向け

た取組の推進が必要となります。国の基本指針に基づき、精神障害 （発達障害及び高次脳

機能障害を含む。）にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進します。 

 

＜国の成果目標＞ 

◇保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数を設定する。  

◇保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の参加者数を見込むこと。  

◇保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標設定及び活動状況の把握 ・評価

を設定する。  

◇精神障害者の地域移行支援の利用者数を見込むこと。  

◇精神障害者の地域定着支援の利用者数を見込むこと。  

◇精神障害者の共同生活援助の利用者数を見込むこと。  

◇精神障害者の自立生活援助の利用者数を見込むこと。  

◇精神障害者の自立訓練（生活訓練）の利用者数を見込むこと。 

◇精神障害者の短期入所の利用者数を見込むこと。 

◇心のサポーター養成研修実施回数を見込むこと。 

＜本市の考え方＞ 

◆本市では、国の成果目標に基づき、精神障害者が安心して自分らしく暮らすことができ

るよう、障害者自立支援協議会と連携し、障害福祉、医療、介護、住まい等が包括的に

確保された地域包括ケアシステムの構築を図ります。 
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区 分 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数 6 回 6 回 6 回 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の

参加者数 
60 人 60 人 60 人 

変更保健、医療及び福祉関係者による協議の場における

目標設定及び活動状況の把握・評価 
実施 実施 実施 

精神障害者の地域移行支援の利用者数 1 人 1 人 1 人 

精神障害者の地域定着支援の利用者数 5 人 5 人 5 人 

精神障害者の共同生活援助の利用者数 82 人 82 人 82 人 

精神障害者の自立生活援助の利用者数 3 人 3 人 3 人 

精神障害者の自立訓練（生活訓練）の利用者数 40 人 40 人 40 人 

新規精神障害者の短期入所の利用者数 5 人 5 人 5 人 

新規心のサポーター養成研修実施回数 検討 検討 検討 
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（3）福祉施設から一般就労への移行等 

国の基本指針によれば、福祉施設から一般就労への移行等について、福祉施設の利用者

のうち、就労移行支援事業及び就労定着支援事業等を通じて、令和 11 （2029）年度中に一

般就労への移行及びその定着する人の数値目標を設定することとされています。 

また、就労定着支援事業利用者の増加も数値目標を設定することとされています。 

 

①福祉施設から一般就労への移行 

＜国の成果目標＞ 

◇令和 11（2029）年度中に一般就労に移行する者を、令和 6（2024）年度実績の 1.31 倍

以上にする。 

＜本市の考え方＞ 

◆令和６（2024）年度中に福祉施設から一般就労へ移行した人は 37 人でした。 

令和 11（2029）年度については、49 人を見込みます。 

 

区 分 数 値 

【実績値】令和 6（2024）年度中に福祉施設から一般就労した人 37 人 

【目標値】令和 11（2029）年度中に福祉施設から一般就労に移行する人 49 人 

（1.32 倍） 

 

②就労定着支援事業の利用者数 

＜国の成果目標＞ 

◇令和 11 （2029）年度中に就労定着支援事業を利用する者を、令和 6 （2024）年度実績の

1.41 倍以上にする。 

＜本市の考え方＞ 

◆令和６（2024）年度中に就労定着支援事業を利用した人は 29 人でした。 

令和 11（2029）年度については、43 人を見込みます。 

 

区 分 数 値 

【実績値】令和 6（2024）年度の就労定着支援事業の利用者数 29 人 

【目標値】令和 11（2029）年度の就労定着支援事業の利用者数 43 人 

（1.48 倍） 

 

 

 

 

 

 

 



－44－ 

③就労移行支援事業利用者の一般就労への移行 

＜国の成果目標＞ 

◇令和 11（2029）年度中に就労移行支援事業を通じて一般就労に移行する者が、令和６

（2024）年度実績の 1.14 倍になること。 

＜本市の考え方＞ 

◆令和６（2024）年度中に就労移行支援事業を通じて一般就労に移行した人は 34 人でし 

た。 

令和 11（2029）年度については、39 人を見込みます。 

 

区 分 数 値 

【実績値】令和 6（2024）年度の就労移行支援事業を通じて一般就労に移行した人 34 人 

【目標値】令和 11（2029）年度の就労移行支援事業を通じて一般就労に移行した人 39 人 

（1.15 倍） 

 

④就労継続支援Ａ型事業利用者一般就労への移行 

＜国の成果目標＞ 

◇令和 11 （2029）年度中に就労継続支援Ａ型事業を通じて一般就労に移行する者が、令和

６（2024）年度実績の 1.14 倍になること。 

＜本市の考え方＞ 

◆令和６ （2024）年度中に就労継続支援Ａ型事業を通じて一般就労に移行した人は 2人で

した。 

令和 11（2029）年度については、3人を見込みます。 

 

区 分 数 値 

【実績値】令和 6 （2024）年度の就労継続支援Ａ型事業を通じて一般就労に移行した

人 
2 人 

【目標値】令和 11（2029）年度の就労継続支援Ａ型事業を通じて一般就労に移行し

た人 

3 人 

（1.5 倍） 
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⑤就労継続支援Ｂ型事業利用者一般就労への移行 

＜国の成果目標＞ 

◇令和 11 （2029）年度中に就労継続支援Ｂ型事業を通じて一般就労に移行する者が、令和

６（2024）年度実績の 1.14 倍になること。 

＜本市の考え方＞ 

◆令和６ （2024）年度中に就労継続支援Ｂ型事業を通じて一般就労に移行した人は 1人で

した。 

令和 11（2029）年度については、2人を見込みます。 

 

区 分 数 値 

【実績値】令和 6 （2024）年度の就労継続支援Ｂ型事業を通じて一般就労に移行した

人 
1 人 

【目標値】令和 11（2029）年度の就労継続支援Ｂ型事業を通じて一般就労に移行し

た人 

2 人 

（2 倍） 

 

⑥就労定着支援事業所の就労定着率 

＜国の成果目標＞ 

◇令和 11（2029）年度において就労定着支援事業所のうち、就労定着率が７割以上の事 

業所を全体の２割５分以上とすること。 

＜本市の考え方＞ 

◆就労定着支援事業所のうち、就労定着率が７割以上を達成する事業所の割合についての

目標値は、令和８ （2026）年度現在の既存の事業所３か所に対し、３か所とも就労定着

率７割以上達成を目標とします。 

 

区 分 数 値 

【実績値】令和 8（2026）年度の就労定着支援事業所数 3 か所 

【目標値】令和 11（2029）年度において就労定着率が７割以上の就労定着支援事業

所数 

3 か所 

（10 割） 
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⑦就労移行支援事業所の実績の確保・向上 

＜国の成果目標＞ 

◇就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行し 

た者の割合が５割以上の事業所を全体の５割以上とすること。 

＜本市の考え方＞ 

◆本市では、令和 11 （2029）年度において就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業

利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所数を 1 か所とす

ることを目標とします。 

 

区 分 数 値 

【実績値】令和８（2026）年度の就労移行支援事業所数 4 事業所 

【目標値】令和 11（2029）年度において就労移行支援事業利用終了者に占める一般

就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所数 

3 事業所 

（7.5 割） 

 

⑧就労選択支援事業利用者の増加新規 

＜国の成果目標＞ 

◇令和７ （2025）年より開始された就労選択支援事業の利用者を令和 11 年度に 82,000 人

以上とすること。 

＜本市の考え方＞ 

◆本市での利用実績はないため、令和 11 年の利用者数を 1人と見込みます。 

 

区 分 数 値 

【実績値】令和７（2025）年度の就労選択支援利用者数 0 人 

【目標値】令和 11（2029）年度の就労選択支援利用者数 1 人 
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（4）障害児支援の提供体制の整備等 

障害児のライフステージに沿って地域の保健、医療、福祉、保育、教育、就労支援等の関

係機関が連携を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供する体制整備が重要となります。 

 

①児童発達支援センターの中核的な支援機能の確保変更 

＜国の成果目標＞ 

◇令和 11（2029）年度までに次に掲げる児童発達支援センターの中核的な支援機能を確

保すること。（圏域でも可） 

ⅰ幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能  

ⅱ地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーション機能  

ⅲ地域のインクルージョン推進の中核としての機能  

ⅳ地域の障害児の発達支援の入口としての相談機能 

＜本市の考え方＞ 

◆本市では、令和 11 （2029）年度に上記の支援機能を確保するよう児童発達支援センター

の機能充実に努めます。 

 

区 分 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

児童発達支援センター数 2 2 2 

上記の４つの支援機能の確保 実施 実施 実施 

 

②重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確

保 

＜国の成果目標＞ 

◇令和 11 （2029）年度末までに、重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課

後等デイサービス事業所を、各市町村に少なくとも１か所以上確保すること。 

＜本市の考え方＞ 

◆本市では、障害児支援の地域支援体制の充実を図るため、児童発達支援事業所及び放 

課後等デイサービス事業所の確保に努めていきます。 

 

区 分 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

児童発達支援事業所 1 1 1 

放課後等デイサービス事業所 1 1 1 
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③医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーターの配置 

＜国の成果目標＞ 

◇令和 11 （2029）年度末までに、医療的ケア児が適切な支援が受けられるよう、各都道府

県、各圏域、各市町村において、保健、医療、福祉、保育、教育等の関係機関等が連携

を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを

配置すること。 

＜本市の考え方＞ 

◆本市では、医療的ケア児の数が増加する中で、保健、医療、福祉、保育、教育等の各関

係機関が連携を図るための協議の場を設けます。また、医療的ケア児に対する支援を総

合調整できるコーディネーターの配置に努めます。 

 

区 分 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

医療的ケア児の関係機関等が連携を図るための協議の

実施 
2 回 2 回 2 回 

コーディネーターの配置人数 9 人 9 人 9 人 

医療的ケア児コーディネーターとの協議の実施 3 回 3 回 3 回 

 

④障害児相談支援の充実新規 

＜国の成果目標＞ 

◇障害者に対する相談支援と同様に、質の確保及びその向上を図りながら、相談支援専門

員の計画的な養成を行う。また、令和 11 （2029）年度末までに、各市町村又は圏域にお

いて、保健、医療、障害福祉、保育、教育、就労支援等の関係機関との連携体制を確保

した上で、障害児相談支援を利用していない場合も含め、障害児及びその家族への伴走

的な相談支援の体制を確保すること。 

＜本市の考え方＞ 

◆本市では、相談支援体制の充実を図るとともに、保健、医療、障害福祉、保育、教育、

就労支援等の関係機関との連携体制を確保した上で、障害児相談支援を利用していない

場合も含め、障害児及びその家族への伴走的な相談支援の体制を確保します。 

 

区 分 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

保健、医療、障害福祉、保育、教育、就労支援等の関係

機関との連携体制を確保した上で、障害児相談支援を利

用していない場合も含め、障害児及びその家族への伴走

的な相談支援の体制を確保 

検討 検討 確保 
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（5）地域生活支援の充実変更 

福祉サービス提供体制整備の一環として、地域生活への移行、相談、グループホーム等の

体験機会の提供、緊急時の受入対応体制、人材の確保 ・養成、その他地域の体制づくり等の

機能を集約した地域生活支援拠について、障害者の重度化 ・高齢化や 「親なき後」を見据え

て、障害種別にかかわらず、これらの機能をさらに強化する必要があります。また、こうし

た拠点等の機能強化に当たっては相談支援を中心として、学校からの卒業、就職、親元から

の自立等の生活環境が変化する節目を見据えて、中長期的視点に立った継続した支援を行う

必要です。 

 

①地域生活支援拠点等の整備 

＜国の成果目標＞ 

◇令和 11 （2029）年度末までの間、各市町村は地域生活支援拠点等を整備し、当該市町村

の全ての日常生活圏域を支援の対象とすること。また、支援ネットワーク等による効果

的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を更に進める観点から、これらの地域生活支

援拠点等に拠点コーディネーターを配置すること、地域生活支援拠点等の機能を担う障

害福祉サービス事業所等の担当者を配置すること並びに年一回以上、支援の実績等を踏

まえた運用状況 （地域生活支援拠点等の各機能が果たされているかの状況）を検証及び

検討すること。 

＜本市の考え方＞ 

◆本市での地域生活支数は増加しており、今後も機能の充実に努めます。 

 

区 分 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

地域生活支援拠点 17 か所 17 か所 17 か所 

拠点コーディネーターの配置 配置 配置 配置 

支援の実績等を踏まえた運用状況の検証及び検討 実施 実施 実施 
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②強度行動障害の状態にある者の支援 

＜国の成果目標＞ 

◇令和 11 （2029）年度末までに、各市町村又は圏域において、強度行動障害の状態にある

者について、その状況や支援ニーズを把握し、地域の関係機関が連携した支援体制を整

備すること。 

＜本市の考え方＞ 

◆強度行動障害の状態にあるものへの支援ニーズを把握し、支援体制の整備に向けた検討

を進めていきます。 

 

区 分 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

地域の関係機関が連携した支援体制を整備 検討 検討 整備 
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（6）相談支援体制の充実・強化等 

令和７ （2025）年度に設定された基幹相談支援センターの機能の充実を図ることが重要で

あり、地域の相談支援従事者の育成等を担う人材である主任相談支援専門員を計画的に確保

するとともに、有効に活用することが重要です。 

 

①基幹相談支援センターの設置 

＜国の成果目標＞ 

◇令和 11 （2029）年度末までに、全ての市町村において、基幹相談支援センターを整備す

る。 

＜本市の考え方＞ 

◆令和７（2025）年度に設置済みです。 

 

区 分 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

基幹相談支援センター 設置 設置 設置 

基幹相談支援センターの人材育成等の取組回数 14 14 14 
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（7）発達障害者等に対する支援 

発達障害者等の早期発見 ・早期支援には、発達障害者等及びその家族等への支援が重要で

あることから、保護者等が子どもの発達障害の特性を理解し、必要な知識や方法を身につけ、

適切な対応ができるよう、ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等を活用し、発

達障害者等及びその家族等に対する支援体制を確保することが重要となります。 

また、発達障害の子を育ててきた同じ立場の親が、様々な疑問や不安を持つ親に対して、

情報提供や助言等を行うペアレントメンター事業の実施や、情報や意見の交換を行う機会

（ピアサポート活動）を充実させることも重要となります。 

 

＜国の成果目標＞ 

◇ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の受講者数 

（保護者）及び実施者数（支援者）を見込むこと。 

◇ペアレントメンターの人数を見込むこと。 

◇ピアサポート活動の参加人数 

＜本市の考え方＞ 

◆本市では、発達障害者等に対する支援の充実を図るため、発達障害に関する様々な問題

に関して、ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等を活用し、発達障害者等

及びその家族等に必要な支援や助言を行います。 

また、発達障害の子を育ててきた同じ立場の親が、様々な疑問や不安を持つ親に対して、

情報提供や助言等を行うペアレントメンター事業や情報や意見の交換を行う機会であ

るピアサポート活動を充実させます。 

 

区 分 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の

支援プログラム等の受講者数【保護者】 
16 人 16 人 16 人 

ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の

支援プログラム等の実施者数【支援者】 
4 人 4 人 4 人 

ペアレントメンターの人数 4 人 4 人 4 人 

ピアサポート活動新規 検討 検討 検討 
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（8）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

障害福祉サービス等が多様化するとともに、多くの事業者が参入している中、改めて障害

者総合支援法の基本理念を念頭に、その目的を果たすためには、利用者が真に必要とする障

害福祉サービス等の提供を行うことが重要となります。 

 

 

＜国の成果目標＞ 

◇令和 11（2029）年度末までに、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組を実 

施する体制を構築すること。 

＜本市の考え方＞ 

◆本市では、多様化してきている障害福祉サービス等の利用状況を把握し、利用者が必要

とする障害福祉サービス等の質を向上させるため体制の構築を図っていきます。 

 

区 分 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

県が実施する障害福祉サービス等に係る研修その他の

研修への市職員の参加人数 
4 人 4 人 4 人 

障害者自立支援審査支払等システム等を活用し、事業所

や関係自治体等と共有する体制の有無及び実施回数 
実施 実施 実施 

国 ・県等からの研修などに関する情報を事業所に提供し

た件数 
100 件 100 件 100 件 
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2 数値目標を達成するための取組 

数値目標を達成するため、本計画のほか、「第６次朝霞市障害者プラン」に基づく、障害

のある人の地域生活を支援するためのさまざまな施策を実施し、障害福祉サービスや地域生

活支援事業などの充実を図ります。 

地域生活への移行を進める施策をより効果的に推進するため、関係機関との連携を図ると

ともに、地域移行支援及び地域定着支援による支援、グループホームなどの住まいの場の提

供、訪問系サービスや日中活動系サービスの提供などによる各種支援を行います。 

障害福祉サービスや地域生活支援事業の利用に関しては、障害のある人の相談に迅速に対

応し、適切な利用を促進していくため、障害福祉サービス事業所等との連携に努めます。 

さらに障害者がそれぞれの意欲や能力に応じて働くことができるよう支援する体制づく

りを整備します。このため、就労移行支援事業等の推進により、障害者の福祉施設から一般

就労への移行を進めます。 

社会情勢の変化に応じ、障害のある人のニーズを踏まえたうえで、数値目標を達成するた

めに、各事業を推進していきます。 
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第 4章 サービス等の見込量とその確保方策 

 

1 訪問系サービス 

（1）居宅介護 

■サービスの内容 

居宅介護は、ホームヘルパーが障害のある人等の居宅を訪問して、入浴、排せつ及び食

事などの介護、調理、洗濯及び掃除などの家事並びに生活などに関する相談及び助言その

他の生活全般にわたるサービスを行うものです。 

 

■対象者 

障害支援区分が区分１以上 （障害のある児童にあってはこれに相当する支援の度合）の

人を対象とします。  

ただし、通院等介助（身体介護を伴う場合）においては下記のいずれにも該当する人。  

① 区分２以上に該当していること  

② 障害支援区分の認定調査項目のうち、それぞれ （ア）から （オ）までに掲げる状態

のいずれか一つ以上に該当していること  

（ア）「歩行」「全面的な支援が必要」  

（イ）「移乗」「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」または 「全面的な支援

が必要」  

（ウ）「移動」「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」または 「全面的な支援

が必要」  

（エ）「排尿」「部分的な支援が必要」または「全面的な支援が必要」  

（オ）「排便」「部分的な支援が必要」または「全面的な支援が必要」 

 

■課題・方向性及び方策等 

アンケート結果において、「現在利用していないが、３年以内には利用したい」が 229 人

と、利用意向が高いサービスであり、障害のある人の増加、高齢化に伴う介護保険制度の

限度額を超えた利用者による利用の増加等により需要が高まっています。今後も、安定し

たサービス提供体制の確保が必要であり、サービスを提供できる事業所の確保に努めると

ともに、より質の高いサービスを提供するよう事業所に要請していきます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果などより、令和 9 （2027）年度 157 人、令和 10 （2028）年

度 163 人、令和 11（2029）年度 169 人の月間実利用者数を見込みます。 
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■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：188 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：229 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 142 147 152 157 163 169 

月間実利用時間 3,086 3,161 3,224 3,330 3,458 3,585 
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（2）重度訪問介護 

■サービスの内容 

重度訪問介護は、重度の肢体不自由のある人で、常時介護を要する障害のある人または

重度の知的 ・精神障害により行動上著しい困難がある人が、居宅において入浴、排せつ及

び食事などの介護、調理、洗濯及び掃除などの家事並びに生活などに関する相談及び助言

その他の生活全般にわたる援助や外出時における移動中の介護を総合的に受けられるサ

ービスです。 

 

■対象者 

障害支援区分が区分４以上であって、次の１または２のいずれかに該当する人を対象とし

ます。 

１ 次の①及び②のいずれにも該当していること 

①二肢以上に麻痺等があること 

②障害支援区分の認定調査項目のうち 「歩行」「移乗」「排尿」「排便」のいずれも 「支援

が不要」以外と認定されていること 

２ 障害支援区分の認定調査項目のうち、行動関連項目等 （12 項目）の合計点数が 10 点

以上の人 

 

■課題・方向性及び方策等 

利用対象者は比較的重度の障害のある人であり、対象者は少ないものの、サービス提供

事業所の人材確保及びサービスの周知が必要となり、サービスを提供できる事業所の確保

に努めるとともに、より質の高いサービスを提供するよう事業所に要請していきます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果などより、令和 9（2027）年度 11 人、令和 10（2028）年

度 12 人、令和 11（2029）年度 13 人の月間実利用者数を見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：42 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：133 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 7 9 10 11 12 13 

月間実利用時間 3,398 4,242 4,065 4,471 4,878 5,284 

 



－58－ 

（3）同行援護 

■サービスの内容 

視覚障害により、移動に著しい困難がある人に対し、外出の同行及び外出時に必要とな

る排せつ、食事等の援護、その他必要な支援（代筆・代読を含む。）を行います。 

 

■対象者 

同行援護アセスメント調査票による、調査項目中 「視力障害」、「視野障害」及び 「夜盲」

のいずれかが１点以上であり、かつ、「移動障害」の点数が１点以上の人を対象とします。 

 

■課題・方向性及び方策等 

介護保険のサービスには相当するものがない障害福祉サービス固有のサービスである

ため、今後、介護保険と併給で利用する 65 歳以上の視覚障害のある人の利用が増加する

ことが予測されます。そのため、サービスに関する周知を行うとともに、障害の状態に適

切に対応できるサービス提供事業所の確保に努めます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果などより、令和 9（2027）年度 23 人、令和 10（2028）年

度 24 人、令和 11（2029）年度 25 人の月間実利用者数を見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：59 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：186 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 20 21 22 23 24 25 

月間実利用日数 537 533 582 608 635 661 
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（4）行動援護 

■サービスの内容 

行動援護は、知的障害または精神障害により、行動上著しい困難を有する障害のある人

や児童で常時介護を要する人が、行動するときの危険を回避するために必要な援護、外出

時における移動中の介護、排せつ及び食事などの介護、その他行動する際に必要な援助が

受けられるサービスです。 

 

■対象者 

知的障害または精神障害により、行動上著しい困難を有する障害のある人や障害のある

児童で、常時介護を要する人のうち、以下のいずれにも該当する人を対象とします。 

①障害支援区分３以上の人 

②障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（12 項目）の合計点数が 10 点以

上（障害のある児童はこれに相当する支援の度合）の人 

 

■課題・方向性及び方策等 

行動援護については、事業所が少ないことや、よりサービス内容が柔軟な移動支援事業

を代替的に利用する利用者が多いと考えられることが、利用者が増えない理由と考えられ

ます。  

サービスの対象者に制度の周知を行いながら、移動支援事業等の他のサービスとの調整

を図り、必要な支給決定を行うとともに、サービス提供事業所の確保の検討を進めていき

ます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果などより、令和 9 （2027）年度 7人、令和 10 （2028）年度

8人、令和 11（2029）年度 9人の月間実利用者数を見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：57 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：202 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 6 5 6 7 8 9 

月間実利用日数 112 74 93 108 124 139 
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（5）重度障害者等包括支援 

■サービスの内容 

常時介護の必要性が著しく高い人が、居宅介護など複数のサービスを包括的に受けられ

るサービスです。 

 

■対象者 

障害支援区分が区分６ （障害のある児童にあっては区分６に相当する支援の度合）に該当

する人のうち、意思疎通に著しい困難を有する人であって、以下のいずれかに該当する人

を対象とします。 

①重度訪問介護の対象であって、四肢すべてに麻痺があり、寝たきり状態にある障害の

ある人のうち、次のいずれかに該当する人 

・気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている身体障害のある人 

・最重度の知的障害のある人 

②障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等 （12 項目）の合計点数が 10 点 以

上である人 

 

■課題・方向性及び方策等 

重度障害者等包括支援については、サービスを提供する事業所の確保が課題です。また、

このサービスの利用が進まない要因を分析することや、このサービスの必要性などを検討

していきます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果などより、令和 9 （2027）年度から令和 11 （2029）年度ま

で、月間実利用者数は 1人と見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：61 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：154 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 0 0 0 1 1 1 

月間実利用日数 0 0 0 10 10 10 
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2 日中活動系サービス 

（1）生活介護 

■サービスの内容 

生活介護は、常に介護を必要とする人に、主に昼間に障害者支援施設等で入浴、排せつ

及び食事などの介護を提供するとともに、創作的活動または生産活動の機会などを提供す

るサービスです。 

 

■対象者 

地域や入所施設において、安定した生活を営むため、常時介護などの支援が必要な障害

のある人で次に掲げる人を対象とします。 

①障害支援区分 3（障害者支援施設に入所する場合は区分 4）以上の人 

②年齢が 50 歳以上の場合は、障害支援区分２（障害者支援施設に入所する場合は区分

3）以上の人 

③生活介護と施設入所支援との利用の組合わせを希望する人であって、障害支援区分が

区分 4（50 歳以上の者は区分 3）より低い人で、指定特定相談支援事業者によるサー

ビス等利用計画案を作成する手続を経た上で、市町村により利用の組合わせの必要性

が認められた人 

 

■課題・方向性及び方策等 

今後の特別支援学校の卒業生の利用を見込み、地域生活を支えるために、利用者が希望

するサービスが安定して提供されるよう、サービス提供事業所の拡充に努めます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績、アンケート結果、特別支援学校の卒業生の利用見込みなどより、令和 9 （2027）

年度 208 人、令和 10（2028）年度 210 人、令和 11（2029）年度 212 人の月間実利用者数

を見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：166 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：219 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 206 204 206 208 210 212 

月間実利用日数 3,960 3,951 4,532 4,576 4,620 4,664 
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（2）自立訓練（機能訓練） 

■サービスの内容 

自立訓練 （機能訓練）は、自立した日常生活や社会生活ができるよう、一定期間、身体

機能または生活能力の向上のために理学療法士や作業療法士からリハビリテーション、日

常生活上の支援などが受けられるサービスです。 

 

■対象者 

地域生活を営む上で必要な身体機能や生活能力の維持 ・向上などのため、一定の支援が

必要な身体障害のある人や高次脳機能障害のある人を対象とします。 

具体的には次のような例が挙げられます。 

①入所施設 ・病院を退所 ・退院した人であって、地域生活への移行などを図る上で、身

体的リハビリテーションの継続や身体機能の維持・回復などの支援が必要な人 

②特別支援学校を卒業した人であって、地域生活を営む上で、身体機能の維持 ・回復な

どの支援が必要な人 

 

■課題・方向性及び方策等 

身体的リハビリテーションや歩行訓練、コミュニケーション・家事などの訓練を実施す

ることと合わせ、日常生活上の相談支援、関係サービス機関との連絡 ・調整を通じて、地

域生活への移行を目指すものです。  

サービス利用希望に適切に対応できるよう、サービス提供事業所の確保が課題であり、

今後もサービス提供事業所の安定した確保に努めます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績はほとんどないものの、今後は継続的な利用があるものと予測し、令和9 （2027）

年度から令和 11（2029）年度まで月間実利用者数を 1人と見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：122 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：176 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 1 1 1 1 1 1 

月間実利用日数 8 20 22 22 22 22 
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（3）自立訓練（生活訓練） 

■サービスの内容 

自立訓練 （生活訓練）は、自立した日常生活や社会生活ができるよう、一定期間、食事

や家事などの日常生活能力の向上のための訓練、日常生活上の支援などが受けられるサー

ビスです。 

 

■対象者 

地域生活を営む上で必要な生活能力の維持 ・向上などのため、以下に該当する一定の支

援が必要な障害のある人を対象とします。 

具体的には次のような例が挙げられます。 

①入所施設 ・病院を退所 ・退院した人であって、地域生活への移行を図る上で生活能力

の維持・向上などの支援が必要な人 

②特別支援学校を卒業した人、継続した通院により症状が安定している人などであっ

て、地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上などの支援が必要な人 

 

■課題・方向性及び方策等 

食事や家事などの日常生活能力向上のための支援を実施することと合わせ、日常生活上

の相談支援、関係サービス機関との連絡 ・調整を通じて地域生活への移行を目指すもので

す。  

サービスの利用希望が生じたときに適切に提供できるようサービス提供事業所の確保

が課題であり、今後もサービス提供事業所の安定した確保に努めます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果から、今後利用者が増加すると予測し、令和 9 （2027）年

度 38 人、令和 10 （2028）年度 39 人、令和 11 （2029）年度 40 人の月間実利用者数を見込

みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：71 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：174 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 36 36 37 38 39 40 

月間実利用日数 408 372 814 836 858 880 
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（4）就労選択支援 

■サービスの内容 

就労アセスメントの手法を活用して、本人の就労能力や適性、配慮事項などを整理し、

本人の希望に応じて、能力などに合致した一般就労と福祉サービスの事業所の選択を可能

にするサービスです。 

 

■対象者 

年齢や障害種別などに関係なく就労アセスメントによる支援を希望し、サービスの利用

を申請した障害のある人を対象とします。また、既に就労系障害福祉サービスを利用して

いる人も対象とします。 

 

■課題・方向性及び方策等 

令和 7年度には利用がなく、令和 8年度に 1人の利用が見込まれています。今後、サー

ビスの利用希望が生じたときに適切に提供できるようサービス提供事業所の安定した確

保に努めます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果から令和 9 （2027）年度から令和 11 （2029）年度まで月間

実利用者数を 1人と見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：34 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：182 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 － 0 1 1 1 1 
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（5）就労移行支援 

■サービスの内容 

就労移行支援は、一般企業への就労を希望する人が、一定期間、就労に必要な知識及び

能力の向上のために必要な訓練を受けることができるサービスです。 

就労移行支援は、一般就労を希望している人の中で、適性にあった職場への就労などが

見込まれる人に対して、知識 ・能力の向上、実習、職場探しなど、サービス提供事業所内

における作業訓練や職場実習、就職後の職場定着支援などを実施する事業です。 

 

■対象者 

就労を希望する障害のある人で、単独で就労することが困難であるため、就労に必要な

知識及び技術の習得もしくは就労先の紹介その他の支援が必要な人を対象とします。 

ただし、65 歳以上の人は、65 歳に達する前５年間（入院その他やむを得ない事由によ

り障害福祉サービスに係る支給決定を受けていなかった期間を除く。）引き続き障害福祉

サービスに係る支給決定を受けていた人であって、65 歳に達する前日において就労移行

支援に係る支給決定を受けていた人に限る。 

 

■課題・方向性及び方策等 

朝霞市内にサービス利用者が増加しており、市内だけでなく近隣市や、県内、都内のサ

ービス提供事業所に利用者が通所しています。  

今後も特別支援学校の卒業生などの利用を見込んでおり、サービス提供事業所の確保が

課題であり、今後もサービス提供事業所の安定確保に努めます。 

 

■サービスの見込量 

アンケート結果において、働く場の確保について多数の意見があることから、今後は利

用者が増加すると推定し、令和 9 （2027）年度 81 人、令和 10 （2028）年度 86 人、令和 11

（2029）年度 91 人の月間実利用者数を見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：60 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：167 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 70 72 76 81 86 91 

月間実利用日数 1,212 1,250 1,672 1,782 1,892 2,002 
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（6）就労継続支援（Ａ型） 

■サービスの内容 

就労継続支援 （Ａ型）は、一般企業などでの就労が困難な人に、通所により雇用契約に

基づく就労の機会を提供するとともに、一般就労に必要な知識及び能力が高まった人につ

いて、一般就労への移行に向けた支援を行うサービスです。 

 

■対象者 

企業などに就労することが困難な障害のある人で、雇用契約に基づき、継続的に就労す

ることが可能な人を対象とします。 

ただし、65 歳以上の人は、65 歳に達する前５年間（入院その他やむを得ない事由によ

り障害福祉サービスに係る支給決定を受けていなかった期間を除く。）引き続き障害福祉

サービスに係る支給決定を受けていたものであって、65 歳に達する前日において就労継

続支援Ａ型に係る支給決定を受けていた者に限る。 

具体的には次のような例が挙げられます。 

①就労移行支援を利用したが、企業などの雇用に結びつかなかった人 

②特別支援学校を卒業して就職活動を行ったが、企業などの雇用に結びつかなかった人 

③企業などを離職した人など就労経験のある人で、現に雇用関係がない人 

 

■課題・方向性及び方策等 

潜在的なニーズはあると推察されますが、Ｂ型と比較してサービス提供事業所が少ない

ため、サービス提供体制の確保が課題となっています。  

今後、サービス利用者の増加に対応するため、障害者就労支援センターなどを通じて、

サービス提供事業所、関係機関との連携・調整を図ります。 

 

■サービスの見込量 

アンケート結果において、働く場の確保について多数の意見があることから、今後は利

用者が増加すると推定し、令和 9 （2027）年度 20 人、令和 10 （2028）年度 21 人、令和 11

（2029）年度 22 人の月間実利用者数を見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：27 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：134 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 17 18 19 20 21 22 

月間実利用日数 308 311 418 440 462 484 
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（7）就労継続支援（Ｂ型） 

■サービスの内容 

就労継続支援 （Ｂ型）は、一般企業などでの就労が困難な障害のある人に、通所により

就労や生産活動の機会を提供するとともに、一般就労に必要な知識や能力が高まった人に

対しては一般就労などへの移行に向けて支援を行うサービスです。 

 

■対象者 

就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の雇用に結びつかない人や、一定年齢に達

している人等であって、就労の機会などを通じ、生産活動に係る知識及び能力の向上や維

持が期待される障害のある人を対象とします。 

具体的には次のような例が挙げられます。 

①就労経験がある人で、年齢や体力面で一般企業に雇用されることが困難となった人 

②50 歳に達している人または障害基礎年金１級の受給者 

③上記①、②に該当しない人で、就労移行支援事業者等によるアセスメントにより、就

労面に係る課題等の把握が行われている就労継続支援事業 （Ｂ型）の利用を希望する

人 

 

■課題・方向性及び方策等 

特別支援学校の卒業生等のサービスの利用が見込まれる人に対応するため、障害者就労

支援センターなどにより、サービス提供事業所、関係機関との連携・調整を図ります。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果から、今後、利用者が増加すると予測し、令和 9（2027）

年度 258 人、令和 10（2028）年度 274 人、令和 11（2029）年度 291 人の月間実利用者数

を見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：93 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：116 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 216 229 243 258 274 291 

月間実利用日数 3,477 3,621 5,346 5,676 6,028 6,402 
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（8）就労定着支援 

■サービスの内容 

就労定着支援は、就労移行支援等を利用し一般企業等に就労した人に、就労定着支援事

業所の職員が職場 ・家族 ・関係機関への連絡調整を行ったり、職場や自宅に訪問し、生活

リズムや体調等の指導や助言等を行ったりすることで、環境の変化に適応できるよう支援

を行うサービスです。 

 

■対象者 

就労移行支援等を利用した後、通常の事業所に新たに雇用された障害のある人であっ

て、就労を継続している期間が６月を経過した人 （病気や障害により通常の事業所を休職

し、就労移行支援等を利用した後、復職した人であって、就労を継続している期間が６月

を経過した人も含む。）を対象とします。 

 

■課題・方向性及び方策等 

就労移行支援等を利用し、一般企業などで就労をする人は増加している一方、職場の定

着率が課題であることから、就労移行支援事業所に本サービスの提供を促し、利用の促進

に努めます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果から、今後、利用者が増加すると予測し、令和 9（2027）

年度 39 人、令和 10 （2028）年度 40 人、令和 11 （2029）年度 41 人の月間実利用者数を見

込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：61 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：160 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 29 37 38 39 40 41 
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（9）療養介護 

■サービスの内容 

療養介護は、医療と常時介護を必要とする人に、病院で機能訓練、療養上の管理、看護、

医学的管理の下における介護及び日常生活上の世話などを支援するサービスです。 

 

■対象者 

病院などへの長期の入院による医療的ケアに加え、常時の介護を必要とする障害のある人

で、主に次に掲げる人を対象とします。 

①筋萎縮性側索硬化症 （ＡＳＳ）患者など気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を

行っている人で、障害支援区分６の人 

②筋ジストロフィー患者または重症心身障害のある人等で、障害支援区分５以上の人 

③平成 24（2012）年３月 31 日時点において重症心身障害児施設に入所していた人また

は改正前の児童福祉法に基づく指定医療機関に入院していた人であって、平成 24

（2012）年４月１日以降も指定療養介護事業所を利用する①及び②以外の人 

 

■課題・方向性及び方策等 

該当となる対象施設は重症心身障害児施設、指定医療機関等であり、医療及び介護が必

要となった場合に、このサービスを利用することとなります。 

市内及び近隣地域に事業所がないことが課題となっています。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果から、令和 9 （2027）年度から令和 11 （2029）年度まで月

間実利用者数を 11 人と見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：55 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：155 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 11 10 10 11 11 11 
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（10）短期入所 

■サービスの内容 

居宅において、介護する人が病気その他の理由により、介護を行えない場合などの際に

短期間、夜間も含めて障害者支援施設等で入浴、排せつ及び食事の介護などが受けられる

サービスです。 

 

■対象者（福祉型）：障害者支援施設等において実施 

障害支援区分１以上 （障害のある児童は、これに相当する支援の度合）の人を対象とし

ます。 

 

■対象者（医療型）：病院・介護老人保健施設等において実施 

主に以下に該当する人を対象とします。 

①療養介護の対象となる人 

②重症心身障害のある人 

③遷延性意識障害のある人等、筋萎縮性側索硬化症 （ＡＳＳ）等の運動ニューロン疾患

の分類に属する疾患を有する人 

 

■課題・方向性及び方策等 

アンケート結果においては、利用希望者数が多くなっており、利用希望者本人及び家族

の意向を考慮し、適切なサービスにつなげられるような相談体制を目指します。  

市内には、福祉型の施設が５か所、医療型が１か所ありますが、短期入所施設について、

関係機関などと検討しながら、本計画に則して、事業者等による開設を促進し、既存の事

業者においては、緊急時の利用も含め、より柔軟な事業の実施を促していきます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績やアンケート結果から、福祉型を令和 9 （2027）年度から令和 11 （2029）年度

まで 30 人、医療型を令和 9（2027）年度から令和 11（2029）年度まで 2 人の月間実利用

者数を見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：82 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：224 人 
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■実績・計画（福祉型） 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 30 30 30 30 30 30 

月間実利用日数 238 242 231 231 231 231 

 

 

■実績・計画（医療型） 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 2 2 2 2 2 2 

月間実利用日数 10 10 11 11 11 11 
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（11）自立生活援助 

■サービスの内容 

自立生活援助は、居宅における自立した日常生活を営む上でのさまざまな問題につい

て、定期的な巡回または随時通報を受けて行う訪問、相談対応等により、障害のある人の

状況を把握し、必要な情報の提供及び助言並びに相談、関係機関との連絡調整等の援助を

行うサービスです。 

 

■対象者 

障害者支援施設やグループホーム等を利用していた障害のある人等で、自立した日常生

活を営む上でのさまざまな問題に対する支援が見込めない状況にある人を対象とします。 

 

■課題・方向性及び方策等 

一人暮らしの希望がある施設入所者等について、その自立を支援することにより、本人

の希望に沿った地域での生活が可能となるとともに、真に入所が必要な人が入所の適用と

なることから、事業者に本サービスの提供を促し、利用の促進に努めます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果から、令和 9（2027）年度から令和 11（2029）年度まで、

月間実利用者数を 2人と見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：89 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：227 人 

 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 2 0 2 2 2 2 
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3 居住系サービス 

（1）共同生活援助（グループホーム） 

■サービスの内容 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ及び食事などの介護や日常生活上の

援助が受けられるサービスです。 

 

■対象者 

身体障害のある人 （65 歳未満の人または 65 歳に達する日の前日までに障害福祉サービ

スもしくはこれに準ずるものを利用したことがある人に限る。）、知的障害のある人及び精

神障害のある人を対象とします。 

 

■課題・方向性及び方策等 

障害のある人の自立、地域移行を支えるために欠かすことのできない基盤となる施設で

す。  

施設入所者や医療機関の入院者をはじめとした障害者が、地域生活への移行を行う上で

需要が見込まれます。障害の種別や程度にかかわらず、障害者が自ら選択した地域で暮ら

すことができるよう、医療的ケアや強度行動障害などの重度障害者を受け入れるグループ

ホームの整備を促進します。なお、障害者総合支援法等の改正により、グループホームの

支援内容として、一人暮らし等を希望する利用者に対する支援や退居後の一人暮らし等の

定着のための相談等の支援が含まれる点について、明確化されました。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果から、今後利用者が増加すると予測し、令和 9 （2027）年

度 207 人、令和 10（2028）年度 240 人、令和 11（2029）年度 279 人の月間実利用者数を

見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：83 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：132 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 131 153 178 207 240 279 
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（2）施設入所支援 

■サービスの内容 

施設に入所する障害のある人につき、主として夜間において、入浴、排せつ及び食事な

どの介護を行うサービスです。 

 

■対象者 

以下に該当する人を対象とします。 

①生活介護利用者であって、障害支援区分４ （50 歳以上の人の場合は、区分３）以上で

ある人 

②①以外の人のうち、指定特定相談支援事業者によるサービス等利用計画案の作成の手

続を経た上で、市が利用の組合せの必要性を認めた人 

③自立訓練または就労移行支援の利用者で、入所させながら訓練等を実施することが必

要かつ効果的であると認められる人、または地域の提供体制の状況などにより、通所

によって訓練などを受けることが困難である人 

④就労継続支援Ｂ型を受けている者のうち、指定特定相談支援事業者によるサービス等

利用計画案の作成の手続を経た上で、市が利用の組合せの必要性を認めた人 

 

■課題・方向性及び方策等 

地域生活が困難である入所待機者が多い埼玉県の実情を勘案し、実績をもとに、今後の

利用見込み者数を設定します。施設入所が必要な障害のある人のニーズを把握し、適切な

施設との連携及び入所調整を進めるとともに、地域での生活が可能な人については、施設

から地域への移行を支援します。 

 

■サービスの見込量 

利用実績は横ばいで推移しているため、令和 9 （2027）年度から令和 11 （2029）年度ま

で月間実利用者数を 85 人と見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：102 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：170 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 85 85 85 85 85 85 
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4 相談支援 

（1）計画相談支援、地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援） 

■サービスの内容 

計画相談支援は、指定特定相談支援事業者が、障害福祉サービスを利用する人について、

心身の状態や置かれている環境、サービス利用に関する意向等を聞きながら、サービス等

利用計画を作成するものです。 

（※障害児相談支援については、「５ 障害のある児童への支援 （４）障害児相談支援」を

ご参照ください。） 

サービス等利用計画に沿ったサービスを提供するため、障害福祉サービスの支給決定

後、サービス事業者等との連絡調整をしたり、サービスが適切に提供されているか等を定

期的に確認し、必要に応じて計画の見直し（モニタリング）を行います。 

地域移行支援は、障害者支援施設等に入所している人、精神科病院に入院している精神

障害のある人、保護施設 ・矯正施設等に入所している障害のある人に対して、保健所 ・自

治体 ・病院 ・障害福祉サービス提供事業所などの関係機関が協力して、地域での生活に移

行するための活動に関する相談その他の必要な支援を行うサービスです。 

地域定着支援は、居宅において単身等で生活する障害のある人等について、常時の連絡

体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態などにおいて相談その他必要な支

援を行うサービスです。 

 

■対象者 

計画相談支援については、障害福祉サービスまたは地域相談支援を利用するすべての障

害のある人または障害のある児童を対象とします。 

地域相談支援の地域移行支援では、障害者支援施設などに入所している障害のある人ま

たは精神科病院に入院している精神障害のある人を対象とします。 

また、地域定着支援では、居宅において単身で生活する人や同居している家族による支

援を受けられない人を対象とします。 

 

■課題・方向性及び方策等 

障害福祉サービスの需要が高まる中で、必要なサービスを適切に利用できることが求め

られます。そのため、計画相談支援については、サービスの提供体制の充実を図り、きめ

細やかなサービス等利用計画の立案により、障害福祉サービスが必要な人を支援していく

とともに、計画案の質の確保を行います。 

また、長期入院患者の退院支援や独居の人の支援として地域移行支援や地域定着支援の

利用者も増えていくことが予測されるため、地域の連携体制が確立できるよう努めます。 
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■サービスの見込量 

計画相談支援は、利用実績及びアンケート結果でのニーズが高いことから、今後、利用

者が増加すると推定し、令和 9 （2027）年度 241 人、令和 10 （2028）年度 246 人、令和 11

（2029）年度 251 人の月間実利用者数を見込みます。 

地域移行支援は、利用実績から、令和 9 （2027）年度から令和 11 （2029）年度まで、月

間実利用者数は 1人と見込みます。 

地域定着支援も同様に利用実績から、令和 9 （2027）年度から令和 11 （2029）年度まで、

月間実利用者数は 2人と見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

【計画相談支援】 

現在利用しており、今後も利用したい：163 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：188 人 

【地域移行支援・地域定着支援】 

現在利用しており、今後も利用したい：33 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：126 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

計画相談支援 

月間実利用者数 
226 231 236 241 246 251 

地域移行支援 

月間実利用者数 
0 1 1 1 1 1 

地域定着支援 

月間実利用者数 
3 2 2 2 2 2 
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5 障害のある児童への支援（第４期朝霞市障害児福祉計画） 

（1）障害児通所支援 

①児童発達支援 

■サービスの内容・対象者 

集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未就学の障害のある児童につい

て、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練など

の支援を行います。 

 

■課題・方向性及び方策等 

市内に、新たな事業所が増加してきたことにより、ニーズが満たされてきていると推測

されます。関係機関との連携によって、引き続き、必要な療育を提供できるよう支援して

いきます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果のニーズの高さを踏まえ、令和 9 （2027）年度 435 人、令

和 10（2028）年度 467 人、令和 11（2029）年度 501 人の月間実利用者数を見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：159 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：8人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 358 379 406 435 467 501 

月間実利用日数 2,987 3,148 3,360 3,600 3,865 4,147 
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②放課後等デイサービス 

■サービスの内容・対象者 

小 ・中学校、中等教育学校、高等学校、特別支援学校に就学している障害のある児童に

ついて、学校の授業終了後や夏休みなどに、障害児通所支援施設に通わせ、生活能力向上

のために必要な訓練や、社会との交流の促進などの支援を行うサービスです。 

 

■課題・方向性及び方策等 

市内のサービス提供事業所は増加傾向にあり、利用者の増加も著しい状況にあります。 

このサービスには、障害のある児童を介護する親 ・家族などのレスパイトケア （家族等

に代わり一時的にケアを代替することで、日々の疲れ等をリフレッシュしてもらう家族支

援サービス）としての役割もあります。 

新規事業所の開設等について、事業者等から市に相談があった場合などは、計画に基づ

き必要な支援をしていきます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果のニーズの高さを踏まえ、令和 9 （2027）年度 653 人、令

和 10（2028）年度 701 人、令和 11（2029）年度 752 人の月間実利用者数を見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：168 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：76 人 

 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 488 568 609 653 701 752 

月間実利用日数 5,054 6,123 6,478 6,946 7,456 7,999 
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③保育所等訪問支援 

■サービスの内容・対象者 

保育所その他の児童が集団生活を営む施設として厚生労働省令で定めるものに通う障

害のある児童について、療育の専門スタッフが保育所等を訪問し、集団生活への適応のた

めの専門的な支援などを行うサービスです。 

 

■課題・方向性及び方策等 

利用者が徐々に増加しており、今後は、サービスを提供する事業者の確保や制度の周知

が課題となります。利用希望があった場合は、保護者等の希望を踏まえ、サービスを提供

する事業者が個別支援計画を作成し、障害のある児童が集団の中で、より過ごしやすくな

るための支援が行われるよう、訪問先施設との連携を図ります。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果から、今後も利用者が増加すると予測し、令和 9（2027）

年度 138 人、令和 10（2028）年度 172 人、令和 11（2029）年度 214 人の月間実利用者数

を見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：69 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：30 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 77 89 111 138 172 214 

月間実利用日数 89 103 127 158 197 245 
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（2）居宅訪問型児童発達支援 

■サービスの内容・対象者 

重度の障害等の状態にある児童を対象に、居宅を訪問し、日常生活における基本的な動

作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などの支援を行うサービスです。 

 

■課題・方向性及び方策等 

重度の障害等により外出が困難な状態にある児童に対し、必要な療育を行うため、事業

者にサービスの提供を促し、利用の促進に努めます。 

なお、居宅訪問型保育事業と対象者が重複することから、関係機関との連携に努めます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果から、令和 9（2027）年度から令和 11（2029）年度まで、

月間実利用者数は 1人と見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：1人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：12 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 1 1 1 1 1 1 

月間実利用日数 3 3 3 3 3 3 
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（3）障害児入所支援 

①福祉型障害児入所施設 

■サービスの内容・対象者 

障害のある児童や児童相談所、保健センター、医師等により療育の必要性が認められた

児童を対象に児童の保護、日常生活の指導及び生活に必要な知識技能の付与を行うサービ

スです。 

 

②医療型障害児入所施設 

■サービスの内容・対象者 

知的障害のある児童、肢体不自由の児童、重症心身障害のある児童や、児童相談所、保

健センター、医師等により療育の必要性が認められた児童を対象に、児童の保護、日常生

活の指導及び生活に必要な知識技能の付与及び治療を行うサービスです。 

 

■課題・方向性及び方策等 

障害児入所施設の利用については、県の決定によるものであることから、サービスの見

込量は定めませんが、利用の必要がある児童が認められた際は、迅速に対応できるよう、

関係機関との連携に努めます。 
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（4）障害児相談支援 

①障害児相談支援 

■サービスの内容・対象者 

障害児相談支援は、指定障害児相談支援事業者が、障害児通所支援を利用する人につい

て、心身の状態や置かれている環境、サービスの利用に関する意向等を聞きながら、障害

児支援利用計画を作成するものです。 

 

■課題・方向性及び方策等 

障害児通所支援に関しては、児童発達支援及び放課後等デイサービスを利用する児童が

年々増加しており、今後も利用者が増加していくことが予測されます。必要なサービスを

適切に利用できるように努めます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果から、今後も利用が増加すると予測し、令和 9 （2027）年

度 290 人、令和 10（2028）年度 314 人、令和 11（2029）年度 341 人の月間実利用者数を

見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：80 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：39 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 227 246 267 290 314 341 
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②医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置 

■サービスの内容・対象者 

医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターは、医療的ケア児が

必要とする多分野にまたがる支援の利用を調整し、総合的かつ包括的な支援の提供につな

げるとともに、協議の場等に参画し、地域における課題の整理や地域資源の開発等を行い、

医療的ケア児に対する支援のための地域づくりを推進する役割を担っています。 

 

■課題・方向性及び方策等 

医療的ケア児に対する関係分野の支援を調整するコーディネーターについては、埼玉県

において開催される医療的ケア児等コーディネーター養成研修が行われる際に、市内の事

業者に所属の相談支援専門員や保健師等の対象となる者に周知し、研修受講者を募り増員

を図ります。 

また、先進自治体の取組等を調査研究し、医療的ケア児やその家族が地域で安心して暮

らしていけるよう、コーディネーター配置済みの事業者や関係機関と連携するとともに、

安定した相談支援体制の整備に向けて、障害者自立支援協議会専門部会 （こども部会）に

おいて、コーディネーターの活用方法等について検討していきます。 

 

■サービスの見込量 

令和 9 （2027）年度から令和 11 （2029）年度まで、医療的ケア児等コーディネーター養

成研修修了者のうち、相談支援事業に従事する職員 9人の配置を見込みます。 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

配置人数 9 9 9 9 9 9 
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（5）障害のある児童への子ども・子育て支援等（教育・保育） 

■サービスの内容・対象者 

子ども・子育て支援等の利用を希望する障害のある児童が希望に沿った利用ができるよ

う、保育所や認定こども園、放課後児童健全育成事業等における障害のある児童の受け入

れ体制整備を行うものです。 

 

■課題・方向性及び方策等 

保育所については公設保育園において統合保育を目的として 「育成保育事業」を実施し

ています。また、民間の保育所や放課後児童クラブにおいても、障害のある児童の受け入

れの体制を整えています。さらに、医療的ケア児を含めた障害のある児童が地域の保育や

教育を受けることができるように支援することで、障害の有無にかかわらず、全ての児童

が共に成長できるよう、地域社会への参加や包容 （インクルージョン）を推進しています。 

課題としては医療的行為が必要な児童の受け入れが挙げられ、居宅訪問型保育など多角

的な支援の検討が必要です。 

 

■サービスの見込量 

令和 9 （2027）年度から令和 11 （2029）年度までは、増加傾向で推移すると見込みます。 

 

■実績・計画 

 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

区分 

障害のあ

る児童の

利用希望

人数 

（実人数） 

障害のあ

る児童の

受入可能

人数 

（実人数） 

障害のあ

る児童の

利用希望

人数 

（実人数） 

障害のあ

る児童の

受入可能

人数 

（実人数） 

障害のあ

る児童の

利用希望

人数 

（実人数） 

障害のあ

る児童の

受入可能

人数 

（実人数） 

保育所 144 144 172 168 125 109 

認定こども園 11 11 12 12 8 4 

放課後児童健全育成

事業※1 
74 60 85 85 84 83 

幼稚園※2 23 23 28 28 40 40 

特定地域型保育事業
※3 

9 9 7 7 10 26 

認可外 

（地方単独事業）※1 
0 0 0 0 0 0 
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 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

区分 

障害のあ

る児童の

利用希望

人数 

（実人数） 

障害のあ

る児童の

受入可能

人数 

（実人数） 

障害のあ

る児童の

利用希望

人数 

（実人数） 

障害のあ

る児童の

受入可能

人数 

（実人数） 

障害のあ

る児童の

利用希望

人数 

（実人数） 

障害のあ

る児童の

受入可能

人数 

（実人数） 

保育所 125 109 125 109 125 109 

認定こども園 8 4 8 4 8 4 

放課後児童健全育成

事業※1 
85 85 85 85 85 85 

幼稚園※2 40 40 40 40 40 40 

特定地域型保育事業
※3 

10 26 10 26 10 26 

認可外 

（地方単独事業）※1 
- - - - - - 

※１：子ども・子育て支援法第 59 条に定める当該事業の「実人数」を記載 

※２：私学助成の対象である幼稚園を含む 

※３：小規模保育、家庭的保育、事業所内保育、居宅訪問型保育 

※４：地方自治体が一定の基準に基づき運営費支援を行っている認可外保育施設 

※保育所、認定こども園、特定地域型保育事業の受入可能人数は、目安として定めている公立保育所４人/１

園、民間保育所２人/１園、特定地域型保育事業１人/１園に基づいた人数であり、実際には目安を超えて受

け入れを行っています。 

※年間実人数 
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第 5章 地域生活支援事業等 

 

■地域生活支援事業とは 

障害のある人等がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活または社会生活を

営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた事業を効率的 ・効果的に実施

し、障害のある人の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず、すべての人が

お互いに人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与するこ

とを目的とする事業です。 

障害者総合支援法のもと、国が定める地域生活支援事業実施要綱に基づき、都道府県が

実施主体となる都道府県地域生活支援事業と市町村が実施主体となる市町村地域生活支

援事業があります。 

都道府県または市町村が、法律上実施しなければならない具体的な事業 （必須事業）を

行うほか、都道府県または市町村の判断により、障害のある人等が自立した日常生活また

は社会生活を営むために必要な事業（任意事業）を実施することができます。 

市では、市内外の社会資源を有効に活用し、効率的・効果的な事業の実施を図ります。 

また、県が実施主体として実施する事業で、県と市が連携して実施する必要がある事業

については、県や他の市町村の動向を勘案し、関係機関 ・関係部署などとの協議や、朝霞

市障害者プラン推進委員会及び朝霞市障害者自立支援協議会での検討を行い、事業が適切

に実施できるよう努めます。 
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必須事業 

1 理解促進研修・啓発事業 

■サービスの内容・対象者 

障害のある人等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる 「社会的障壁」をなくすため、

障害のある人等の理解を深めるため研修 ・啓発を通じて地域住民への働きかけを強化する

ことにより、共生社会の実現を図ります。 

 

■課題・方向性及び方策等 

障害や障害のある人に対する理解を深めるための普及啓発の講演会や事業等を、市内の

障害者団体等と協力して、毎年実施していきます。 

本市では、「朝霞市障害者理解に関する普及啓発事業補助金交付要綱」を定め、障害者

団体等の実施する講演会等の事業に対して経費を補助しており、今後も障害者団体等への

働きかけや情報の周知に努めます。 

 

■サービスの見込量 

さまざまな障害者団体等に呼び掛け、それぞれのノウハウを活かし、障害や障害のある

人等への理解を促進するための啓発事業を実施していきます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：16 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：142 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

理解促進研修・啓発

事業 

（実施の有無） 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 
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2 自発的活動支援事業 

■サービスの内容・対象者 

障害のある人等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障害のある

人等やその家族、地域住民等による地域における自発的な取組を支援することにより、共

生社会の実現を図ります。 

 

■課題・方向性及び方策等 

障害のある人やその家族が互いの悩みなどを共有し、交流を図ることを目的として、障

害福祉の向上を目指して活動している障害者団体に対して、補助金を交付します。 

本市では、「朝霞市福祉団体等の補助金交付要綱」を定め、福祉団体等の育成、福祉の

増進を図るため、福祉団体等の事業補助金及び活動費補助金を交付しており、今後も福祉

団体等への働きかけや情報の周知に努めます。 

 

■サービスの見込量 

平成 25 （2013）年度から地域生活支援事業の必須事業に位置付けられました。今後も事

業の実施に努めます。 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

自発的活動支援事業 

（実施の有無） 
実施 実施 実施 実施 実施 実施 
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3 相談支援事業 

■サービスの内容・対象者 

○障害者相談支援事業 

障害のある人等の福祉に関する各種の問題について、障害のある人等からの相談に応

じ、必要な情報の提供及び助言その他の障害福祉サービスの利用支援など、必要な支援

を行います。また、虐待の防止及びその早期発見のため、関係機関との連絡調整その他

の障害のある人等の権利擁護のために必要な援助（相談支援事業）を行います。 

事業内容は、①福祉サービスの利用援助 （情報提供、相談など）、②社会資源を利用す

るための支援 （各種支援施設に関する助言 ・指導など）、③社会生活力を高めるための支

援、④ピアカウンセリング、⑤成年後見制度など権利擁護のための制度の利用に必要な

援助、⑥専門機関の紹介などです。 

相談支援事業の効果的な実施に向けて、地域において障害のある人等を支えるネット

ワークの構築を図るため、市町村は、協議会を設置し、中立 ・公平な相談支援事業の実

施のほか、地域の関係機関の連携強化、社会資源の開発・改善等を推進します。 

○基幹相談支援センター等機能強化事業 

市町村における相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるよう、一般的な相談支援事

業に加え、特に必要と認められる能力を有する専門的職員を配置することにより、相談

支援機能の強化を図ります。なお、専門的職員とは、社会福祉士、保健師、精神保健福

祉士などの資格を有する職員です。 

また、市 （ケースワーカーや保健師等）、障害者就労支援センター、障害福祉サービス

事業所、教育 ・就労等に関する各種の相談機関など、地域の多数の関係機関との連携を

強化し、相談者の継続した支援に当たります。 

○基幹相談支援センター 

地域生活支援事業実施要綱では、市町村単独または複数の市町村などにより、地域に

おける相談支援の中核的な役割を担う機関として、地域の実情 （人口規模、地域におけ

る相談支援の体制、人材確保の状況等）に応じて、次のような業務等を行う機関を設置

することが市町村の努力義務とされています。 

▸障害の種別やさまざまなニーズに対応できる総合的な相談への対応 

▸地域の相談支援事業者に対する指導・助言、人材育成の支援など（研修会、日常 

的な事例検討会等） 

▸障害者支援施設や精神科病院等への地域移行に向けた普及啓発など地域移行、地 

域定着の促進への取組 

▸権利擁護（成年後見制度や虐待防止）の取組 

○住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 

賃貸契約による一般住宅 （公営住宅及び民間の賃貸住宅）への入居を希望していても、

保証人がいないなどの理由により入居が困難な障害のある人に対し、入居に必要な調整

などに係る支援を行うとともに、家主などへの相談 ・助言を通じて障害のある人の地域

生活を支援するものです。 
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■課題・方向性及び方策等 

本市では、平成 20 （2008）年から障害者自立支援協議会を設置し、相談支援事業をはじ

めとする地域の障害福祉に関するシステムづくりなどを目的として、中核的な役割を果た

す協議の場として開催しています。今後は、専門部会を活用していくことや、基幹相談支

援センターを相談事業の中心的な役割として機能させていくことが課題となっています。

障害のある人等の相談支援事業は、社会福祉法人朝霞市社会福祉協議会に委託して実施し

ています。 

また、市では、障害福祉課内に障害者虐待防止センターを設置し、障害のある人等への

虐待に関する相談や通報を受けたときは、関係機関との連携により円滑な解決に努めてい

ます。 

 

■サービスの見込量 

障害者相談支援事業は現在、はあとぴあ障害者相談支援センターで実施しており、今後

も継続していきます。 

基幹相談支援センターについては、令和７（2025）年度より実施しております。 

住宅入居等支援事業については、令和４ （2022）年度より居住支援相談事業として、障

害者を含む住宅確保要配慮者に対し、社会福祉士による相談や住まい探しなどの生活支援

を実施しています。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：99 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：316 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

障害者相談支援事業 

（箇所数） 
1 1 1 1 1 1 

基幹相談支援センタ

ー等機能強化事業 

（実施の有無） 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

基幹相談支援センタ

ー 

（実施の有無） 

未実施 実施 実施 実施 実施 実施 

住宅入居等支援事業 

（実施の有無） 
実施 実施 実施 実施 実施 実施 
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4 成年後見制度支援事業 

（1）成年後見制度利用支援事業 

■サービスの内容・対象者 

障害福祉サービスの利用などの観点から、成年後見制度の利用が有効と認められる知的

障害のある人、精神障害 （高次脳機能障害等を含む。）、遷延性意識障害等のある人に対し

て、成年後見制度の利用に係る費用を支給することにより、障害のある人の権利擁護を図

ります。成年後見制度の利用を希望するが、身寄りがいない利用者の成年後見制度の申立

て（市長申立て）に要する経費の負担及び成年後見人等の報酬について助成します。 

 

■課題・方向性及び方策等 

成年後見制度利用に関する支援について、必要な経費の負担に対する助成などにより、

今後も支援を継続していきます。 

 

■サービスの見込量 

令和 9 （2027）年度から令和 11 （2029）年度までの年間利用件数を各年度 3件と見込み

ます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：28 人  

現在利用していないが、３年以内には利用したい：156 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

年間利用件数 

（市長申立て） 
3 3 3 3 3 3 
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（2）成年後見制度法人後見支援事業 

■サービスの内容・対象者 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制

を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援することで、障害

のある人の権利擁護を図ることを目的とします。 

 

■課題・方向性及び方策等 

社会福祉法人朝霞市社会福祉協議会において実施しており、今後も補助金の交付等をと

おして支援してまいります。 

 

■サービスの見込量 

関係機関と協議を進め、令和 11（2029）年度まで引き続き実施を検討します。 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

実施の有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施 
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5 意思疎通支援事業 

■サービスの内容・対象者 

意思疎通支援事業は、聴覚、言語機能、音声機能、視覚、失語、知的、発達、高次脳機

能、重度の身体などの障害や難病のため、意思疎通を図ることに支障がある障害のある人

に、手話通訳、要約筆記等の方法により、意思疎通を支援する手話通訳者、要約筆記者等

の派遣などを行う事業です。 

意思疎通支援事業は、入院中においても、入院先医療機関との調整の上で利用すること

ができます。 

○手話通訳者派遣事業 

官公庁の手続や行事、医療機関の受診などで聴覚障害のある人が手話通訳を必要と 

する場合、手話通訳者を派遣します。 

○手話通訳者設置事業 

聴覚等に障害のある人が、手続や相談などの際に円滑な意思疎通が図れるよう、手 

話通訳者を市役所の窓口に配置する事業です。 

○要約筆記者派遣事業 

手話通訳者の派遣と同様に、聴覚障害のある人が要約筆記を必要とする場合、要約 

筆記者を派遣します。 

 

■課題・方向性及び方策等 

朝霞市日本手話言語条例の施行に伴い、各事業の充実を目指します。手話通訳者派遣事

業においては、手話講習会を継続的に実施し、手話通訳者の養成 ・確保に努めます。また、

手話通訳者設置事業については、市庁舎における手話通訳者の体制整備に努めます。さら

に、要約筆記者派遣事業においては、今後も継続して実施するとともに事業の周知に努め

ます。 

 

■サービスの見込量 

手話通訳者派遣事業は、社会福祉法人朝霞市社会福祉協議会に委託して実施しており、

利便性の向上とともに利用件数の増加が見込まれます。利用実績を勘案し、令和 9 （2027）

年度 612 人、令和 10（2028）年度 631 人、令和 11（2029）年度 650 人の年間実利用者数

を見込みます。 

手話通訳者設置事業は、障害福祉課に 2名の手話通訳者を設置しております。利用実績

を勘案し、令和 9 （2027）年度から令和 11 （2029）年度まで 730 人の年間実利用者数を見

込みます。 

要約筆記者派遣事業は、利用実績を勘案し、令和 9（2027）年度 6人、令和 10（2028）

年度 7人、令和 11（2029）年度 8人の年間実利用者数を見込みます。 
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■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

【手話通訳者派遣事業】 

現在利用しており、今後も利用したい：18 人 

現在利用していないが、３年以内には利用したい：34 人 

【要約筆記者派遣事業】 

現在利用しており、今後も利用したい：10 人 

現在利用していないが、３年以内には利用したい：45 人 

 

■実績・計画（手話通訳者派遣事業） 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

年間利用件数 502 574 593 612 631 650 

年間派遣人数 590 683 702 724 747 769 

 

■実績・計画（手話通訳者設置事業） 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

年間対応件数 685 775 730 730 730 730 

 

■実績・計画（要約筆記者派遣事業） 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

年間利用件数 9 4 5 6 7 8 

年間派遣人数 19 8 10 12 14 16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－95－ 

6 日常生活用具給付等事業 

■サービスの内容・対象者 

在宅の障害のある人等の日常生活を容易にするため、障害に応じた用具 （各種目の対象

要件に該当する人を対象）として、①介護 ・訓練支援用具 （特殊寝台、特殊マットなど）、

②自立生活支援用具（入浴補助用具、聴覚障害者用屋内信号装置など）、③在宅療養等支

援用具（電気式たん吸引器、盲人用体温計など）、④情報・意思疎通支援用具（点字器、

人工喉頭など）、⑤排せつ管理支援用具 （ストマ装具など）、⑥居宅生活動作補助用具 （移

動等を円滑にする用具で設置に小規模な住宅改修を伴うもの）の給付を行うものです。 

 

■課題・方向性及び方策等 

障害のある人が日常生活を円滑に営むことができるよう、利用者に応じた適切な日常生

活用具の給付を行います。 

 

■サービスの見込量 

日常生活用具には耐用年数があり、使用する人の状況によって給付申請の状況が異なる

ため、各年度で給付件数の増減の変動がありますが、利用実績を踏まえて数値を見込みま

す。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：130 人 

現在利用していないが、３年以内には利用したい：177 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

介護・訓練支援用具 11 4 10 11 12 13 

自立生活支援用具 10 17 18 19 20 21 

在宅療養等支援用具 12 11 12 12 12 12 

情報・意思疎通支援 

用具 
22 25 25 25 25 25 

排せつ管理支援用具 2173 2139 2,186 2,233 2,280 2,327 

居宅生活動作補助 

用具 
2 2 2 3 4 5 
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7 手話通訳者等養成事業 

■サービスの内容・対象者 

平成 28 （2016）年４月１日施行の朝霞市日本手話言語条例の基本理念に基づき、日本手

話を母語とするろう者が安心して生活できる社会を実現することを目的として、広く市民

に対し、ろう者や日本手話に対する理解促進及び日本手話の普及に努めるとともに、手話

通訳者を養成します。 

 

■課題・方向性及び方策等 

ろう者や日本手話への理解を深めるための取組を実施するとともに、ろう者の意思を尊

重した通訳を行うことができる手話通訳者の養成を目的とし、手話講習会を実施します。 

 

■サービスの見込量 

日本手話言語条例の周知を行うことにより、ろう者や日本手話に対する理解が広がり、

日本手話を学ぶ市民等の増加が見込まれます。また、登録手話通訳者を増員するため、手

話講習会を継続的、計画的に実施する必要があります。 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

手話講習会 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

登録手話通訳者数 9 10 10 11 11 12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－97－ 

8 移動支援事業 

■サービスの内容・対象者 

屋外での移動に著しい困難を伴う全身性障害のある人や知的障害のある人等または一

人での外出が困難な精神障害のある人などが社会生活上、必要不可欠な外出及び余暇活動

などの社会参加による外出の際の移動について支援が受けられます。 

ただし、同様の支援が障害者総合支援法の障害福祉サービスにおいて利用できる場合ま

たは介護保険法による訪問介護において利用できる場合は、これらのサービスが優先され

ます。 

 

■課題・方向性及び方策等 

サービスを提供する事業者の確保や制度の周知に努め、移動の困難な人に対し、適切な

サービスの提供を行います。 

 

■サービスの見込量 

利用実績及びアンケート結果を踏まえ、令和 9 （2027）年度 121 人、令和 10 （2028）年

度 128 人、令和 11（2029）年度 135 人の年間実利用者数を見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：88 人 

現在利用していないが、３年以内には利用したい：222 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 80 107 114 121 128 135 

年間延利用時間 16,123 13,918 20,902 22,185 23,469 24,752 
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9 地域活動支援センター事業 

■サービスの内容・対象者 

障害のある人等が通所し、創作的活動や生産活動の機会の提供等を通じて、自立と社会

との交流促進を図るとともに、家庭における介護負担を軽減することを目的とする施設で

す。 

基礎的事業として、利用者に対し創作的活動、生産活動、社会との交流促進などの事業

を実施します。 

機能強化事業として、専門職員 （看護師、精神保健福祉士等）の配置による支援、障害

特性に応じて実施する事業 （機能訓練や作業療法士による作業療法、言語聴覚士による言

語療法など）、ボランティアの育成などを実施します。 

 

■課題・方向性及び方策等 

アンケート調査などの結果からも、利用者の需要が高まっています。 

利用者の実態に応じた地域活動支援センターの運営の支援に努めます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績より、令和 9 （2027）年度から令和 11 （2029）年度まで、1日平均 11 人の実利

用者数を見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：59 人 

現在利用していないが、３年以内には利用したい：169 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

１日平均 

実利用者数 
11 11 11 11 11 11 

事業所数 2 2 2 2 2 2 
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任意事業 

1 日常生活支援 

（1）訪問入浴サービス 

■サービスの内容・対象者 

家庭において、入浴することが困難な重度心身障害のある人等に対し、事業者に委託し、

入浴サービスなどを行うことにより、重度心身障害のある人等の心身の健康増進及び介護

者の負担軽減を図るため実施するものです。 

 

■課題・方向性及び方策等 

今後もサービスを提供する事業者の確保や制度の周知に努め、適切なサービスの提供を

行います。 

 

■サービスの見込量 

利用実績より、令和 9（2027）年度から令和 11（2029）年度まで 10 人の実利用者数を

見込みます。 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

実利用者数 9 10 10 10 10 10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－100－ 

（2）日中一時支援 

■サービスの内容・対象者 

障害のある人等の家族の就労支援及び障害のある人等を日常的に介護している家族の

一時的な休息を目的として、障害のある人等に活動の場を提供し、見守りや社会に適応す

るための日常的な訓練などの支援を行います。 

 

■課題・方向性及び方策等 

市内及び近隣市に利用のできる施設が少ないことが課題であり、アンケート結果からも

潜在的ニーズは多いものと推測され、市内及び近隣市での利用ができるように施設の整備

をする必要があります。 

また、今後も利用の促進に努め、障害のある人等及びその家族などの負担の軽減を図り

ます。 

 

■サービスの見込量 

利用実績より、令和 9 （2027）年度から令和 11 （2029）年度までの月間実利用者数を 10

人と見込みます。 

 

■アンケート調査結果（今後 3年以内の利用意向） 

現在利用しており、今後も利用したい：28 人 

現在利用していないが、３年以内には利用したい：174 人 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

月間実利用者数 8 9 10 10 10 10 
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2 社会参加支援 

（1）レクリエーション活動等支援 

■サービスの内容・対象者 

生涯学習 ・スポーツプログラムの充実を図り、障害のある人のレクリエーションやスポ

ーツ、芸術・文化などの余暇活動の促進を図ります。 

 

■課題・方向性及び方策等 

障害のある人の余暇活動については、各障害者団体などにおいて積極的な取組が行われ

ており、市としても、ふれあいスポーツ大会の実施やレクリエーション事業補助金の交付

によりレクリエーション活動の促進を図っています。今後も、障害のある人だけでなく、

障害のない人も参加対象とし、障害に対する理解を促進し、魅力あるイベントが実施され

るよう、関係団体との協働のもと推進を図ります。 

 

■サービスの見込量 

引き続き、広報紙やホームページ等での呼び掛けを実施し、参加者を募り、令和11 （2029）

年度のふれあいスポーツ大会の参加者数 131 人を見込みます。 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

ふれあいスポーツ 

大会参加者数 
131 111 116 121 126 131 
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3 就業・就労支援 

（1）障害者就労支援センター 

■サービスの内容・対象者 

障害のある人やその家族からの就労に関する相談に応じ、職場定着支援など就労に関す

る各種支援を行うとともに、就労ネットワークを形成し、その活用等により連携の取れた

効果的な就労支援体制を促進することを目的とします。 

市では、社会福祉法人朝霞市社会福祉協議会を指定管理者として障害者就労支援センタ

ーの運営を行っています。 

関係する事業所、公共職業安定所（ハローワーク）、教育機関、医療機関等との連携を

密にし、障害のある人の自立と社会参加の促進に向けて、就労支援、生活支援を行ってい

ます。 

 

■課題・方向性及び方策等 

短期間での離職者も多く、また、就労移行支援などの事業所も増え、登録者の管理及び

支援の方向性が多岐に渡ってきています。 

今後は、職場や事業所と連携をより密にし、就労移行支援事業所等が行う就労定着支援

との住み分けや、定着年数に応じて支援方法を変えるなど、支援の方向性を定めていく必

要があります。 

 

■サービスの見込量 

今後も事業の周知を図り、障害者就労支援センターの運営を行います。 

 

■実績・計画 

区分 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

施設設置数 1 1 1 1 1 1 
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その他（市の独自事業） 

本市では、障害者総合支援法等に定めのない市の独自事業として、障害のある人への支援

を実施しています。主な市の独自事業は次のとおりです。 

※制度改正等により内容や対象者が変更となる場合がありますので、最新情報 ・詳細は障害福祉課にお問い合

わせください。 

 

（1）福祉タクシー利用券、バス・鉄道共通ＩＣカード、自動車燃料費の補助 

【内容】 

重度心身障害のある人の社会生活圏の拡大及び経済的負担軽減を目的とし、福祉タクシ

ー利用券、バス・鉄道共通ＩＣカードまたは自動車燃料費のうち 1つについて補助を行い

ます。 

【対象者】 

・身体障害者手帳 1級、2級、下肢 3級の所持者 

・療育手帳○Ａ、Ａ、Ｂの所持者 

・精神障害者保健福祉手帳 1級、2級の所持者 

 

（2）紙おむつ等の支給 

【内容】 

常時紙おむつ等を使用する在宅の重度心身障害のある人に対し、介護者の日常の介護活

動を援助し、在宅福祉の増進を図ることを目的として、市が指定する紙おむつ等を支給し

ます。 

【対象者】 

身体障害者手帳１級、２級または療育手帳○Ａ、Ａ所持者で、３歳以上 65 歳未満の常

時おむつを使用している人 （一定の所得以上の人、施設入所者、他制度利用者、一定期間

以上入院している人は対象外） 

 

（3）配食サービス 

【内容】 

自ら食事の支度をすることが困難な障害のある人に対し、昼食を提供するとともに安否

確認を行うことを目的として、弁当を自宅へ配達します。 

【対象者】 

65 歳未満の障害者手帳の所持者のみで構成される世帯に属する人 
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（4）緊急通報システム 

【内容】 

家庭内での急病、事故等の緊急時に速やかに埼玉県南西部消防本部に通報することを目

的として、通報機器を設置します。 

【対象者】 

単身者等で身体障害者手帳１級、２級の所持者 

 

（5）難病患者見舞金の支給 

【内容】 

難病をお持ちの人に対し、福祉の増進を図ることを目的として、見舞金を支給します。 

【対象者】 

埼玉県より指定難病医療受給者証等の交付を受けている人 

 

（6）市内循環バス特別乗車証 

【内容】 

社会活動の助長 ・援助及び経済的負担軽減を目的として、市内循環バス乗車時の運賃が

無料となる特別乗車証を発行します。 

【対象者】 

障害者手帳所持者 

 

（7）自動車運転免許取得費・改造費の助成 

【内容】 

生活上の行動範囲の拡大と移動の利便性を高め、自立更生を促進することを目的に、自

動車運転免許の取得及び自動車の改造に要する費用の一部を補助します。 

【対象者】 

障害者手帳所持者 

 

（8）更生訓練費給付 

【内容】 

施設で更生訓練を受ける障害のある人に対して、更生訓練費の支給を行い、社会復帰の

促進を図ります。 

【対象者】 

就労移行支援事業または自立訓練事業を利用している人で、利用者負担額の生じない人

等 
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（9）身体障害者等診断書料補助金 

【内容】 

障害者手帳を申請するために必要な医師の診断書作成に要した費用に対し、補助金を交

付することにより、福祉の増進を図ります。 

【対象者】 

身体障害者手帳または精神障害者保健福祉手帳の交付を新規に受けた人 

 

（10）就職支度金の支給 

【内容】 

障害のある人の社会復帰の促進を図るため、就職等により自立をしようとする障害のあ

る人に対し就職支度金を支給します。 

【対象者】 

就労移行支援または就労継続支援を利用している人で就職または自営により施設を退

所することになった人等 

 

（11）家具転倒防止器具等設置費の補助 

【内容】 

地震による家具の転倒等の被害から身体の安全を守るため、家具転倒防止器具等を取り

付ける際の費用の一部を補助します。 

【対象者】 

身体障害者手帳 1～3級、4級 1種、療育手帳○Ａ、Ａ、精神障害者保健福祉手帳 1級、2

級の所持者のみで構成される世帯等 

 

（12）障害者等見守りシール交付事業 

【内容】 

在宅の障害者等が行方不明となった場合に、早期発見及び安全確保を図るために、登録

番号を付したシールを交付します。 

【対象者】 

障害者手帳所持者、高次脳機能障害または統合失調症と診断された人等 

 

（13）巡回支援専門員整備（巡回相談支援） 

【内容】 

保育所等、子どもが集まる施設や学校に巡回相談を実施し、障害が  気になる”段階か

ら支援を行うための体制の整備を図り、発達障害児等の福祉の向上を図ることを目的とし

ます。 

【対象者】 

障害のある児童または障害の疑いがある児童及びその保護者、保育所等において障害の

ある児童の支援を担当する者 
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（14）児童発達支援センター機能強化事業 

【内容】 

障害のある児童やその家族が地域で安心して暮らすことができるよう身近な地域で支

援を行う児童発達支援センターに専門職員を配置し、地域における支援機能の充実と強化

を図り、障害のある児童への支援の基盤整備を推進することを目的とします。 

【対象者】 

障害児通所施設等 
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資料編 
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